
東海税理士会小牧支部研修会 

 

令和８年６月 10 日（水） 

あさひホール（ラピオ内） 

 

１ 所得税関係 

  13：30～14：10（40 分） 

  小牧税務署 個人課税部門 審理専門官付 

               上席国税調査官 酒井 龍彦 

   資料 令和８年度税制改正の概要（所得税関係） 

 

 

２ 法人税関係 

  14：20～15：00（40 分） 

小牧税務署 法人課税第一部門 上席国税調査官 上本野 統信 

   資料 令和８年度法人税関係法令の改正の概要 
 

 

 

３ 資産税関係 

  15：10～15：40（30 分） 

小牧税務署 資産課税第一部門 上席国税調査官 羽根 久尚 

   資料 資産税関係「令和８年度税制改正の概要」（本資料） 

資産税関係「令和８年度税制改正の概要」（参考資料） 

 
 

 

研修終了後、アンケートのご記入をお願いいたします。 
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< 省略用語例 > 
本情報において使用した次の省略用語は、それぞれ次に掲げる法令を示す。 

 

国税通則法 ·······················  国税通則法（昭和37年法律第66号） 
所得税法、（所法） ················  所得税法（昭和40年法律第33号） 
所得税法令、（所令） ··············  所得税法施行令（昭和40年政令第96号） 
旧所得税法令 ·····················  所得税法施行令等の一部を改正する政令（令和８年 

政令第93号）による改正前の所得税法施行令（昭和40
年政令第96号） 

法人税法、（法法） ················  法人税法（昭和40年法律第34号） 
法人税法令 ·······················  法人税法施行令（昭和40年政令第97号） 
（相規） ·························  相続税法施行規則（昭和25年大蔵省令第17号） 
措置法、（措法） ··················  租税特別措置法（昭和32年法律第26号） 
措置法令、（措令） ················  租税特別措置法施行令（昭和32年政令第43号） 
（措規） ·························  租税特別措置法施行規則（昭和32年大蔵省令第15号）
旧措置法、（旧措法） ··············  所得税法等の一部を改正する法律（令和８年法律第

12号）による改正前の租税特別措置法（昭和32年法律
第26号） 

（旧措令） ·······················  租税特別措置法施行令の一部を改正する政令（令
和８年政令第98号）による改正前の租税特別措置
法施行令（昭和32年政令第43号） 

震災特例法、（震法） ··············  東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時
特例に関する法律（平成23年法律第29号） 

旧震災特例法 ·····················  所得税法等の一部を改正する法律（令和８年法律第
12号）による改正前の東日本大震災の被災者等に係
る国税関係法律の臨時特例に関する法律（平成23年
法律第29号） 

（防衛財確法）  ··················  我が国の防衛力の抜本的な強化等のために必要な財
源の確保に関する特別措置法（令和５年法律第69号）

（改正法） ·······················  所得税法等の一部を改正する法律（令和８年法律第12
号） 

（改正所令） ·····················  所得税法施行令等の一部を改正する政令（令和８年

政令第93号） 

（改正相規） ·····················  相続税法施行規則の一部を改正する省令（令和８年
財務省令第９号） 

（改正措令） ·····················  租税特別措置法施行令の一部を改正する政令（令和
８年政令第98号） 

（改正措規） ····················  租税特別措置法施行規則等の一部を改正する省令

（令和８年財務省令第21号）  

旧措法70条告示 ···················  租税特別措置法施行令第40条の４第２項及び第３項
に規定する主務大臣の証明及び認定に関する手続を
定める件（昭和63年12月総理府、法務省、外務省、大
蔵省、文部省、厚生省、農林水産省、通商産業省、運
輸省、郵政省、労働省、建設省、自治省告示第３号）

（廃止告示） ·····················  租税特別措置法施行令第40条の４第２項及び第３項
に規定する主務大臣の証明及び認定に関する手続を
定める件を廃止する件（令和８年３月内閣府、総務
省、法務省、外務省、財務省、文部科学省、厚生労働
省、農林水産省、経済産業省、環境省、防衛省告示第
１号） 

円滑化省令、（円滑化省令） ·······  中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律
施行規則（平成21年経済産業省令第22号） 

（改正円滑化省令） ···············  中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律
施行規則の一部を改正する省令（令和８年経済産業
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省令第33号） 

新金融商品取引法、（新金商法） ····  金融商品取引法及び資金決済に関する法律の一部を

改正する法律（令和８年４月１日現在未成立）による

改正後の金融商品取引法（昭和23年法律第25号） 

旧資金決済法、（旧資金決済法） ···  金融商品取引法及び資金決済に関する法律の一部を

改正する法律（令和８年４月１日現在未成立）による

改正前の資金決済に関する法律（平成21年法律第59

号） 

（金商法等の一部改正法） ·········  金融商品取引法及び資金決済に関する法律の一部を
改正する法律（令和８年４月１日現在未成立） 

 



5 

 

令和８年度税制改正の概要 
 

第１ 相続税・贈与税関係 

 

〔相続税法関係〕 

 

 ○ 調書の記載事項等（相規 30） 

・ 信託に関する受益者別（委託者別）調書が提出不要となる類型の追加 

受託者の引き受けた信託が公益信託に関する法律（令和６年法律第 30 号）第２条第１項第

１号に規定する公益信託（以下この第１において「公益信託」という。）である場合には、信

託に関する受益者別（委託者別）調書の提出が不要とされた（相規 30⑦二）。 

《適用時期》 

上記の改正は、令和８年４月１日から施行されている（改正相規附則）。 

 

〔措置法（相続税・贈与税）関係〕 

 

１ 国等に対して相続財産を贈与した場合等の相続税の非課税等（措法 70） 

○ 新たな公益信託制度（令和８年４月１日施行）の創設に伴う見直し 

⑴ 所得税法等の一部を改正する法律（令和６年法律第８号）による改正前の措置法第 70 条

第３項に規定する特定公益信託に係る主務大臣の証明及び認定に関する手続を定めていた

旧措法 70条告示が廃止された（廃止告示本則）。 

⑵ 公益信託の信託財産とするための支出につき措置法第 70 条第３項の規定の適用を受けよ

うとする者が、相続税の申告書に添付する書類は、「公益信託の受託者の同項の支出をした

財産が当該公益信託の信託財産とするためのものである旨、当該財産を受け入れた年月日

及び当該財産の明細並びに当該公益信託の当該財産の使用目的を記載した書類」とされた

（措規 23の４）。 

《適用時期》 

１ 上記⑴及び⑵の改正は、令和８年４月１日から施行されている（廃止告示附則１、改正措

規附則１）。 

２ 租税特別措置法施行令の一部を改正する政令（令和６年政令第 151 号）附則第 21 条の規

定によりなおその効力を有するものとされる同令による改正前の措置法令第 40 条の４第３

項に規定する主務大臣の認定に関する手続については、旧措法 70 条告示第３項及び第４項

の規定は、なおその効力を有する（廃止告示附則２）。 

 

２ 直系尊属から教育資金の一括贈与を受けた場合の贈与税の非課税（措法 70の２の２） 

○ 適用期間の終了 

令和８年３月 31 日までとされていた適用期間が延長されず、終了することとされた（措法

70 の２の２①④）。 
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３ 個人の事業用資産についての贈与税又は相続税の納税猶予及び免除（措法70の６の８等） 
⑴ 個人事業承継計画の提出期限の延長 

個人の事業用資産についての贈与税又は相続税の納税猶予及び免除（以下この３において

「個人版事業承継税制」という。）について、個人事業承継計画の提出期限が令和 10年９月 30

日まで２年６月延長された（円滑化省令 17④、18⑨）。 

⑵ 都道府県知事が交付する様式の公印省略 

個人版事業承継税制の適用を受ける際に申告書に添付することとされている円滑化省令第

７条第 14 項の「認定書」などの様式について、発行主体である都道府県知事の公印欄が削除

された（円滑化省令様式第９、18、22）。 

※ 法人版事業承継税制（措法 70の７～70の７の８）の関係様式も同様（円滑化省令様式第

９、16、18、20 の７、22、28）。 

⑶ 青色申告特別控除の改正に伴う先代事業者に係る要件等の見直し 

イ 改正前の制度 

個人版事業承継税制では、次のとおり、所得税の青色申告書（所得税法第２条第１項第 40

号に規定する青色申告書をいう。以下この３において同じ。）に関係する要件等が設けられ

ているところ、改正前において、これらの要件等における「青色申告書」は、旧措置法第 25

条の２第３項の規定の適用に係るもの（改正前における 55万円（65万円）の青色申告特別

控除の対象）に限ることとされていた。 

① 先代事業者（贈与者・被相続人）の要件として、「その事業について、贈与（相続の開

始）の日の属する年分、その前年分及びその前々年分の確定申告書を『青色申告書』によ

り所得税の納税地の所轄税務署長に提出していること」という要件が設けられている（旧

措令 40 の７の８①一ロ、40 の７の 10①一）。 

② 制度の対象となる特定事業用資産の要件として、先代事業者等の「贈与（相続の開始）

の日の属する年の前年分の事業所得に係る『青色申告書』の貸借対照表に計上されている

資産であること」という要件が設けられている（旧措法 70の６の８②一、70 の６の 10②

一）。 

③ 特例（受贈）事業用資産の全てが特例事業受贈者（相続人等）のその年の事業所得に係

る「青色申告書」の貸借対照表に計上されなくなった場合には、その年の 12月 31 日から

２月を経過する日をもって納税猶予の期限となることとされている（旧措法 70 の６の８

③四、70の６の 10③四）。 

ロ 改正内容 

令和８年度税制改正において、青色申告特別控除（措法 25 の２）が改正されたこと（７

ページの「【参考】青色申告特別控除の改正」参照）に伴い、上記イ①から③までの要件等

における「青色申告書」は、措置法第 25 条の２第４項の規定の適用に係るもの（改正後に

おける 65 万円（75 万円）の青色申告特別控除の対象）に限ることとされた（措法 70 の６

の８②一、③四、70 の６の 10②一、③四、措令 40 の７の８①一ロ、40 の７の 10①一）。 

なお、上記イ①の要件における「その前年分及びその前々年分」が令和８年分以前の年分

となる場合における「青色申告書」は、引き続き旧措置法第 25 条の２第３項の規定の適用

に係るものに限ることとされている（措令 40 の７の８①一ロ、40 の７の 10①一）。 

おって、旧法猶予適用者（旧措置法の規定により個人版事業承継税制の適用を受けている
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者をいう。以下この３において同じ。）に係る上記イ③の確定事由については、一定の経過

措置が設けられている（下記《適用時期》の４参照）。 

 

【参考】改正前後における青色申告特別控除額とその適用要件 

 

《適用時期》 

１ 上記⑵の改正は、令和８年４月１日から施行されている（改正円滑化省令）。 

２ 上記⑶の改正は、令和９年１月１日から施行する（改正法附則１五ロ、改正措令附則１三）。 

３ 上記⑶の改正（上記⑶イ②の要件に限る。）は、令和９年分以後の所得税に係る青色申告

書の貸借対照表に計上されている特定事業用資産に係る贈与税等について適用し、令和８

年分以前の所得税に係る青色申告書の貸借対照表に計上されている特定事業用資産に係る

贈与税等については、なお従前の例による（改正法附則 68①③）。 

４ 上記３によりなお従前の例によることとされる場合における、旧法猶予適用者に係る上

記⑶イ③の確定事由の適用については、特例（受贈）事業用資産に係る令和９年分以後の各

年分の事業所得につき、措置法第 25 条の２第１項の規定の適用を受ける場合（所得税法第

67条第１項の規定の適用を受ける場合及び措置法第25条の２第４項に規定する場合に該当

しない場合を除く。）又は同条第４項の規定の適用を受ける場合における当該各年分の青色

申告書は、旧措置法第 25条の２第３項の規定の適用に係る青色申告書（上記⑶イ柱書参照）

とみなす（改正法附則 68②④）。 

 

【参考】 青色申告特別控除の改正 

〇 青色申告特別控除について、次の見直しが行われた。 

１ 55 万円の青色申告特別控除について、①その年分の所得税の確定申告書の提出期限

までに、情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律（平成 14年法律第 151 号）

の定めにより電子情報処理組織（e-Tax）を使用して、当該確定申告書に記載すべき事

項等に係る情報を送信した場合に限り適用することとされた上で、②控除額が 65 万円

に引き上げられた（措法 25 の２④⑦）。 

２ 65 万円の青色申告特別控除について、①対象者を、上記１の見直し後の要件を満た

す者であって、その年分の事業に係る仕訳帳及び総勘定元帳につき、電子計算機を使用

して作成する国税関係帳簿書類の保存方法等の特例に関する法律（平成 10年法律第 25

〇改正後〇改正前

適用要件青色申告特別控除額適用要件青色申告特別控除額

複式簿記＋電子申告＋①・②のいずれか

75万円（注１）

【措法25の２⑤】

複式簿記＋①～③のいずれか

65万円（注１）

【旧措法25の２④】
①優良な電子帳簿（訂正削除履歴）

①優良な電子帳簿（訂正削除履歴）

②請求書データ等との自動連携

②請求書データ等との自動連携
③電子申告

複式簿記＋電子申告
65万円（注１）

【措法25の２④】
複式簿記（上記①～③を未充足≒書面申告）

55万円（注１）

【旧措法25の２③】

複式簿記（書面）
10万円

【措法25の２①】
簡易簿記

10万円
【旧措法25の２①】

簡易簿記（一定の者は対象外（注２））

（注１）現金主義による所得計算の特例（所法67①）の適用を受けている場合には、適用不可。
（注２）事業所得又は不動産所得を生ずべき事業を営む個人（所法67①の適用を受けるものを除く。）で、前々年分の事業所得又は不動産所得に係る総収入金額が1,000万円を

超えるものは対象外。



8 

 

号）に定めるところに従い、電磁的記録の保存等を行っていること（次に掲げる場合の

いずれかに該当する場合に限る。）との要件を満たすものとした上、②控除額が 75万

円に引き上げられた（措法 25の２⑤）。 

⑴ 仕訳帳及び総勘定元帳について、国税の納税義務の適正な履行に資するものとし

て一定の要件を満たす電磁的記録の保存等を行っている場合 

⑵ 特定電子計算機処理システムを使用するとともに、電子取引の取引情報に係る特

定電磁的記録のうちその保存が当該特定電子計算機処理システムを使用して国税の

納税義務の適正な履行に資するものとして一定の要件を満たすことができるものは

当該要件に従って保存を行っている場合 

３ 10 万円の青色申告特別控除について、その年において不動産所得又は事業所得を生

ずべき事業を営む個人（現金主義の特例（所法 67①）の適用を受ける者を除くものと

し、次に掲げる者の区分に応じそれぞれに定める要件も満たすものに限る。）が、これ

らの所得に係る取引を簡易な簿記の方法により記録している場合には、適用しないこ

ととされた（措法 25 の２②）。 

⑴ その年において不動産所得を生ずべき事業を営む者 その年の前々年分の不動産

所得に係る収入金額が 1,000 万円を超えること。 

⑵ その年において事業所得を生ずべき事業を営む者 その年の前々年分の事業所得

に係る収入金額が 1,000 万円を超えること。 

《適用時期》 

上記の改正は、令和９年分以後の所得税について適用し、令和８年分以前の所得税につい

ては、なお従前の例による（改正法附則１五ロ、33）。 

 

４ 非上場株式等についての贈与税又は相続税の納税猶予及び免除の特例（措法 70の７の５等） 

○ 特例承継計画の提出期限の延長 

非上場株式等についての贈与税又は相続税の納税猶予及び免除特例について、特例承継計

画の提出期限が令和９年９月 30 日まで１年６月延長された（円滑化省令 17②、18⑤）。 

 

５ 医療法人の持分に係る経済的利益についての贈与税の納税猶予及び免除等（措法 70 の７の９

等） 

○ 適用期限の延長 

特例の適用期限が令和 11 年 12 月 31 日まで３年延長された（措法 70 の７の９①、70 の７

の 10①、70 の７の 11②、70の７の 12①、70 の７の 13①、70の７の 14①）。 

 

６ 農地等についての贈与税の納税猶予等に係る利子税の特例（措法 70の８） 

○ 農地等に係る相続税・贈与税の納税猶予制度の適用に係る農地等を収用交換等により譲渡

した場合に利子税の全額を免除する措置の適用期限が令和 13 年３月 31 日まで５年延長され

た（措法 70 の８①③）。 
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第２ 譲渡所得・山林所得関係 

 

〔措置法（株式等の譲渡所得等）関係〕 

 

１ 利子所得の分離課税等（措法３） 

居住者又は恒久的施設を有する非居住者（以下この１において「対象者」という。）が国内に

おいて支払を受けるべき措置法第３条第１項第１号に規定する特定公社債（以下この１及び３

において「特定公社債」という。）以外の公社債の利子で、その支払の確定した日（無記名の公

社債の利子については、その支払をした日）において当該対象者又は当該対象者と一定の特殊の

関係のある法人（注１）を判定の基礎となる株主として選定した場合に法人税法第２条第 10号に規

定する同族会社に該当することとなる法人（以下この１において「同族会社」という。）以外の

法人（以下この１において「特定法人」という。）から支払を受けるもののうち、実質的に当該

同族会社から支払を受けるものと認められる場合として次に掲げる場合における当該対象者そ

の他の一定の者（注２）（以下この１において「対象者等」という。）が当該特定法人から支払を受

けるものは、分離課税の対象外（総合課税の対象）とされた（措法３①五、措令１の４⑥）。 

⑴ 特定法人が措置法第３条第１項第５号に規定する該当することとなる法人（以下この１に

おいて「対象者等同族会社」という。）が発行する公社債（以下この１において「同族会社公

社債」という。）の利子の支払を受ける場合において、対象者等が当該特定法人が発行する公

社債（以下この⑴において「特定法人公社債」という。）の利子の支払を受けるときにおける

当該特定法人公社債につき次に掲げる契約が締結されていることにより、当該対象者等が当

該特定法人公社債に係る債務の不履行により実質的に損失を受けないと認められる場合 

 イ 当該特定法人公社債に係る債務を担保するため、当該同族会社公社債を担保に供するこ

ととされている契約 

 ロ 当該特定法人公社債に係る債務につき当該対象者等同族会社が保証を行うこととされて

いる契約（ハに掲げる契約を除く。） 

 ハ 当該特定法人公社債に係る債務につき保証人が保証を行う場合における当該保証に係る

求償権を担保するため、当該同族会社公社債を担保に供することとされている契約 

 ⑴イ（措令１の４⑥一イ） ⑴ロ（措令１の４⑥一ロ） ⑴ハ（措令１の４⑥一ハ） 

取
引
図 

 

契
約
内
容 

特定法人は、特定法人が対象者等に対

して発行する社債の担保として、同族

会社が特定法人に対して発行した社

債を提供 

 

同族会社は、特定法人が対象者等に対して発

行する社債に係る債務を保証 

・保証人は、特定法人が対象者等に対して発行

する社債に係る債務を保証 

・特定法人は、保証人が保証債務を履行した場

合に特定法人に対して有することとなる求償

権の担保として、同族会社が特定法人に対して

発行した社債を提供 

⑵ 対象者等が特定法人が発行する公社債（以下この１において「特定法人公社債」という。）

の利子の支払を受ける場合において、特定株主等（注３）が対象者等同族会社から同族会社公社

同族会社

特定法人
社債発行

社債発行

担保提供

対象者等

同族会社

特定法人社債発行

社債発行

対象者等

債務保証

求償権

同族会社

特定法人

社債発行

社債発行
対象者等

保証人

求償権

担保提供

債務保証
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債の利子の支払を受けるときにおける当該特定法人公社債につき次に掲げる契約が締結され

ていることにより、当該対象者等が当該特定法人公社債に係る債務の不履行により実質的に

損失を受けないと認められる場合 

 イ 当該特定法人公社債に係る債務を担保するため、当該同族会社公社債を担保に供するこ

ととされている契約 

 ロ 当該特定法人公社債に係る債務につき当該対象者等同族会社が保証を行うこととされて

いる契約（ハに掲げる契約を除く。） 

 ハ 当該特定法人公社債に係る債務につき保証人が保証を行う場合における当該保証に係る

求償権を担保するため、当該同族会社公社債を担保に供することとされている契約 

 ⑵イ（措令１の４⑥二イ） ⑵ロ（措令１の４⑥二ロ） ⑵ハ（措令１の４⑥二ハ） 

取
引
図 

 

契
約
内
容 

特定株主等は、特定法人が対象者等に対

して発行する社債の担保として、同族会

社が特定株主等に対して発行した社債

を提供 

同族会社は、特定法人が対象者等に対して

発行する社債に係る債務を保証し、特定法

人は同族会社が特定株主等に対して発行す

る社債に係る債務を保証 

・保証人は、特定法人が対象者等に対して発行

する社債に係る債務を保証 

・特定株主等は、保証人が保証債務を履行した

場合に特定法人に対して有することとなる求

償権の担保として、同族会社が特定株主等に対

して発行した社債を提供 

⑶ 上記⑴及び⑵に掲げる場合のほか、特定法人公社債又は同族会社公社債に係る債務の弁済

に関する契約、当該特定法人公社債に係る債務の保証に関する契約その他の契約の内容その

他の状況からみて、対象者等が当該特定法人公社債に係る債務の不履行により実質的に損失

を受けないと認められる場合 

（注）１ 「特殊の関係のある法人」とは、次に掲げる法人をいう（措令１の４③④）。  

   ⑴ 対象者（対象者と法人税法令第４条第１項に規定する特殊の関係のある個人を含む。

以下この（注）１において同じ。）が法人を支配している場合における当該法人 

   ⑵ 対象者及び上記⑴の法人が他の法人を支配している場合における当該他の法人 

   ⑶ 対象者並びに上記⑴及び⑵の法人が他の法人を支配している場合における当該他の

法人 

 ２ 「一定の者」とは、次に掲げる者をいう（措令１の４⑤、措規２①②）。  

  ⑴ 特定公社債以外の公社債の利子の措置法第３条第１項第５号に規定する支払の確定

した日において、会社が同族会社に該当するかどうかを判定する場合におけるその判定

の方法により判定した場合に当該公社債の利子の支払をした法人又は対象者等同族会

社が同族会社に該当することとなるときにおける当該判定の基礎となる法人税法第２

条第 14 号に規定する株主等その他の一定の者（以下この（注）２において「特定個人」

という。） 

  ⑵ 特定個人の親族 

  ⑶ 特定個人と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者 

  ⑷ 特定個人の使用人 

同族会社 特定法人

社債発行社債発行

担保提供
対象者等 特定株主等

同族会社 特定法人

社債発行社債発行

対象者等 特定株主等

債務保証

求償権
同族会社 特定法人

社債発行
社債発行

対象者等 特定株主等 保証人

求償権
担保提供

債務保証
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  ⑸ 上記⑵から⑷までに掲げる者以外の者で、特定個人から受ける金銭その他の資産に

よって生計を維持しているもの 

  ⑹ 上記⑶から⑸までに掲げる者と生計を一にするこれらの者の親族 

 ３ 措置法第３条第１項第５号に規定する支払の確定した日において特定法人公社債を発

行した特定法人の株主又は当該株主と特殊の関係のある法人を判定の基礎となる株主と

して選定した場合に当該特定法人が同族会社に該当することとなるときにおける当該株

主その他の一定の者として次に掲げる者をいう（措令１の４⑥二、措規２③）。 

  ⑴ 特定法人公社債の利子の支払の確定した日において、会社が同族会社に該当するか

どうかを判定する場合における当該判定の方法により判定した場合に特定法人が同族

会社に該当することとなるときにおける当該判定の基礎となる法人税法第２条第 14 号

に規定する株主等のうち、その者を法人税法令第 71 条第１項の役員であるとした場合

に同項第５号イに掲げる要件を満たすこととなる当該株主等（以下この（注）３において

「特定株主等」という。）である個人 

  ⑵ 特定株主等である法人が個人と上記（注）１の「特殊の関係のある法人」となる場合に

おける当該個人 

  ⑶ 上記⑴及び⑵に掲げる個人（以下この（注）３において「特定個人」という。）の親族 

  ⑷ 特定個人と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者 

  ⑸ 特定個人の使用人 

  ⑹ 上記⑶から⑸までに掲げる者以外の者で、特定個人から受ける金銭その他の資産に

よって生計を維持しているもの 

  ⑺ 上記⑷から⑹までに掲げる者と生計を一にするこれらの者の親族 

《適用時期》 

  上記の改正は、令和８年４月１日以後に支払を受けるべき特定公社債以外の公社債の利子

について適用される（改正法附則 24）。 

 

（参考） 

○ 法人税法（抄） 

  （定義） 

第二条 省 略 

一～九 省 略 

十 同族会社 会社（投資法人を含む。以下この号において同じ。）の株主等（その会社が自己の株

式（投資信託及び投資法人に関する法律（昭和二十六年法律第百九十八号）第二条第十四項（定義）

に規定する投資口を含む。以下同じ。）又は出資を有する場合のその会社を除く。）の三人以下並

びにこれらと政令で定める特殊の関係のある個人及び法人がその会社の発行済株式又は出資（その

会社が有する自己の株式又は出資を除く。）の総数又は総額の百分の五十を超える数又は金額の株

式又は出資を有する場合その他政令で定める場合におけるその会社をいう。 

十一～十三 省 略 

十四 株主等 株主又は合名会社、合資会社若しくは合同会社の社員その他法人の出資者をいう。 

十五 以下省略 

   

  ○ 法人税法施行令（抄） 

     （同族関係者の範囲） 

第四条 法第二条第十号（同族会社の意義）に規定する政令で定める特殊の関係のある個人は、次に掲げる者

とする。 

一 株主等の親族 

二 株主等と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者 

三 株主等（個人である株主等に限る。次号において同じ。）の使用人 

四 前三号に掲げる者以外の者で株主等から受ける金銭その他の資産によつて生計を維持しているもの 
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五 前三号に掲げる者と生計を一にするこれらの者の親族 

２ 法第二条第十号に規定する政令で定める特殊の関係のある法人は、次に掲げる会社とする。 

一 同族会社であるかどうかを判定しようとする会社（投資法人を含む。以下この条において同じ。）の株

主等（当該会社が自己の株式（投資信託及び投資法人に関する法律（昭和二十六年法律第百九十八号）第

二条第十四項（定義）に規定する投資口を含む。以下同じ。）又は出資を有する場合の当該会社を除く。

以下この項及び第四項において「判定会社株主等」という。）の一人（個人である判定会社株主等につい

ては、その一人及びこれと前項に規定する特殊の関係のある個人。以下この項において同じ。）が他の会

社を支配している場合における当該他の会社 

二 判定会社株主等の一人及びこれと前号に規定する特殊の関係のある会社が他の会社を支配している場

合における当該他の会社 

三 判定会社株主等の一人及びこれと前二号に規定する特殊の関係のある会社が他の会社を支配している

場合における当該他の会社 

３ 前項各号に規定する他の会社を支配している場合とは、次に掲げる場合のいずれかに該当する場合をい

う。 

一 他の会社の発行済株式又は出資（その有する自己の株式又は出資を除く。）の総数又は総額の百分の五

十を超える数又は金額の株式又は出資を有する場合 

二 他の会社の次に掲げる議決権のいずれかにつき、その総数（当該議決権を行使することができない株

主等が有する当該議決権の数を除く。）の百分の五十を超える数を有する場合 

イ 事業の全部若しくは重要な部分の譲渡、解散、継続、合併、分割、株式交換、株式移転又は現物出

資に関する決議に係る議決権 

ロ 役員の選任及び解任に関する決議に係る議決権 

ハ 役員の報酬、賞与その他の職務執行の対価として会社が供与する財産上の利益に関する事項につい

ての決議に係る議決権 

ニ 剰余金の配当又は利益の配当に関する決議に係る議決権 

三 他の会社の株主等（合名会社、合資会社又は合同会社の社員（当該他の会社が業務を執行する社員を

定めた場合にあつては、業務を執行する社員）に限る。）の総数の半数を超える数を占める場合 

４ 省 略 

５ 法第二条第十号に規定する政令で定める場合は、同号の会社の株主等（その会社が自己の株式又は出資を

有する場合のその会社を除く。）の三人以下並びにこれらと同号に規定する政令で定める特殊の関係のある

個人及び法人がその会社の第三項第二号イからニまでに掲げる議決権のいずれかにつきその総数（当該議

決権を行使することができない株主等が有する当該議決権の数を除く。）の百分の五十を超える数を有する

場合又はその会社の株主等（合名会社、合資会社又は合同会社の社員（その会社が業務を執行する社員を定

めた場合にあつては、業務を執行する社員）に限る。）の総数の半数を超える数を占める場合とする。 

６ 省 略 

 

（使用人兼務役員とされない役員） 

第七十一条 法第三十四条第六項（役員給与の損金不算入）に規定する政令で定める役員は、次に掲げる役員   

とする。 

一～四 省 略 

五 前各号に掲げるもののほか、同族会社の役員のうち次に掲げる要件の全てを満たしている者 

イ 当該会社の株主グループにつきその所有割合が最も大きいものから順次その順位を付し、その第一

順位の株主グループ（同順位の株主グループが二以上ある場合には、その全ての株主グループ。イにお

いて同じ。）の所有割合を算定し、又はこれに順次第二順位及び第三順位の株主グループの所有割合を

加算した場合において、当該役員が次に掲げる株主グループのいずれかに属していること。 

⑴ 第一順位の株主グループの所有割合が百分の五十を超える場合における当該株主グループ 

⑵ 第一順位及び第二順位の株主グループの所有割合を合計した場合にその所有割合がはじめて百分

の五十を超えるときにおけるこれらの株主グループ 

⑶ 第一順位から第三順位までの株主グループの所有割合を合計した場合にその所有割合がはじめて

百分の五十を超えるときにおけるこれらの株主グループ 

ロ～ハ 省 略 

２ 以下省略 

 

２ 確定申告を要しない配当所得等（措法８の５） 

上記１の改正に伴い、確定申告を要しない利子等から除かれるものの範囲に、上記１の利子が

追加された（措令４の３①二）。 

《適用時期》 

  上記の改正は、令和８年４月１日から適用される（改正措令附則１本文）。  
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３ 一般株式等に係る譲渡所得等の課税の特例（措法 37 の 10） 

   「一般株式等に係る譲渡所得等の課税の特例」について、次の措置が講じられた。 

⑴ 上記１の改正に伴い、一般株式等に係る譲渡所得等に係る収入金額とみなされる金額から、

居住者又は恒久的施設を有する非居住者（以下この３において「対象者」という。）が特定公

社債以外の公社債の償還により交付を受ける金銭又は金銭以外の資産（以下この３において

「金銭等」という。）で、その償還の日において当該対象者又は当該対象者と一定の特殊の関

係のある法人（注１）を判定の基礎となる株主として選定した場合に法人税法第２条第 10 号に規

定する同族会社に該当することとなる法人（以下この３において「同族会社」という。）以外

の法人（以下この３において「特定法人」という。）から交付を受ける金銭等のうち、実質的

に当該同族会社から交付を受けるものと認められる場合として次に掲げる場合における当該

対象者その他の一定の者（注２）（以下この３において「対象者等」という。）が当該特定法人か

ら交付を受けるものが除外された（措法 37 の 10③八ロ、措令 25 の８⑩において準用する措

令１の４⑥）。 

イ 特定法人が措置法第 37 条の 10 第３項第８号ロに規定する該当することとなる法人（以

下この３において「対象者等同族会社」という。）が発行する公社債（以下この３において

「同族会社公社債」という。）の償還により金銭等の交付を受ける場合において、対象者等

が当該特定法人が発行する公社債（以下このイにおいて「特定法人公社債」という。）の償

還により金銭等の交付を受けるときにおける当該特定法人公社債につき次に掲げる契約が

締結されていることにより、当該対象者等が当該特定法人公社債に係る債務の不履行によ

り実質的に損失を受けないと認められる場合 

  (ｲ) 当該特定法人公社債に係る債務を担保するため、当該同族会社公社債を担保に供する

こととされている契約 

  (ﾛ) 当該特定法人公社債に係る債務につき当該対象者等同族会社が保証を行うこととされ

ている契約（ハに掲げる契約を除く。） 

  (ﾊ) 当該特定法人公社債に係る債務につき保証人が保証を行う場合における当該保証に係

る求償権を担保するため、当該同族会社公社債を担保に供することとされている契約 

ロ 対象者等が特定法人が発行する公社債（以下この３において「特定法人公社債」という。）

の償還により金銭等の交付を受ける場合において、特定株主等（注３）が対象者等同族会社か

ら同族会社公社債の償還により金銭等の交付を受けるときにおける当該特定法人公社債に

つき次に掲げる契約が締結されていることにより、当該対象者等が当該特定法人公社債に

係る債務の不履行により実質的に損失を受けないと認められる場合 

  (ｲ) 当該特定法人公社債に係る債務を担保するため、当該同族会社公社債を担保に供する

こととされている契約 

  (ﾛ) 当該特定法人公社債に係る債務につき当該対象者等同族会社が保証を行うこととされ

ている契約（ハに掲げる契約を除く。） 

  (ﾊ) 当該特定法人公社債に係る債務につき保証人が保証を行う場合における当該保証に係

る求償権を担保するため、当該同族会社公社債を担保に供することとされている契約 

ハ 上記イ及びロに掲げる場合のほか、特定法人公社債又は同族会社公社債に係る債務の弁

済に関する契約、当該特定法人公社債に係る債務の保証に関する契約その他の契約の内容

その他の状況からみて、対象者等が当該特定法人公社債に係る債務の不履行により実質的
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に損失を受けないと認められる場合 

（注）１ 「特殊の関係のある法人」とは、次に掲げる法人をいう（措令 25 の８⑩において準用

する措令１の４③④）。  

   ⑴ 対象者（対象者と法人税法令第４条第１項に規定する特殊の関係のある個人を含む。

以下この（注）１において同じ。）が法人を支配している場合における当該法人 

   ⑵ 対象者及び上記⑴の法人が他の法人を支配している場合における当該他の法人 

   ⑶ 対象者並びに上記⑴及び⑵の法人が他の法人を支配している場合における当該他の

法人 

 ２ 「一定の者」とは、次に掲げる者をいう（措令 25 の８⑩において準用する措令１の４

⑤、措規 18 の９①において準用する措規２①②）。  

  ⑴ 措置法第 37 条の 10 第３項第８号に規定する特定公社債以外の公社債の同号ロに規

定する償還の日において、会社が同族会社に該当するかどうかを判定する場合における

当該判定の方法により判定した場合に当該公社債の償還により金銭等の交付をした法

人又は対象者等同族会社が同族会社に該当することとなるときにおける当該判定の基

礎となる法人税法第２条第 14 号に規定する株主等その他の一定の者（以下この（注）２

において「特定個人」という。） 

  ⑵ 特定個人の親族 

  ⑶ 特定個人と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者 

  ⑷ 特定個人の使用人 

  ⑸ 上記⑵から⑷までに掲げる者以外の者で、特定個人から受ける金銭その他の資産に

よって生計を維持しているもの 

  ⑹ 上記⑶から⑸までに掲げる者と生計を一にするこれらの者の親族 

 ３ 特定法人公社債を発行した特定法人の株主又は当該株主と特殊の関係のある法人を判

定の基礎となる株主として選定した場合に当該特定法人が同族会社に該当することとな

るときにおける当該株主その他の一定の者として次に掲げる者をいう（措令 25 の８⑩に

おいて準用する措令１の４⑥二、措規 18 の９①において準用する措規２③）。 

  ⑴ 特定法人公社債の償還の日において、会社が同族会社に該当するかどうかを判定す

る場合における当該判定の方法により判定した場合に特定法人が同族会社に該当する

こととなるときにおける当該判定の基礎となる法人税法第２条第 14 号に規定する株主

等のうち、その者を法人税法令第 71 条第１項の役員であるとした場合に同項第５号イ

に掲げる要件を満たすこととなる当該株主等（以下この（注）３において「特定株主等」

という。）である個人 

  ⑵ 特定株主等である法人が個人と上記（注）１の「特殊の関係のある法人」となる場合に

おける当該個人 

  ⑶ 上記⑴及び⑵に掲げる個人（以下この（注）３において「特定個人」という。）の親族 

  ⑷ 特定個人と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者 

  ⑸ 特定個人の使用人 

  ⑹ 上記⑶から⑸までに掲げる者以外の者で、特定個人から受ける金銭その他の資産に

よって生計を維持しているもの 

  ⑺ 上記⑷から⑹までに掲げる者と生計を一にするこれらの者の親族 
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⑵ 投資信託及び投資法人に関する法律施行令の改正を前提に、一般株式等に係る譲渡所得等

の課税の特例等の対象となる株式等の範囲に措置法第 38 条の２第１項に規定する特定暗号資

産を投資の対象とする投資信託の受益権を加えることとされた。 

  投資信託の受益権は、措置法第 37 条の 10 第２項に規定する株式等の範囲に含まれるため

（措法 37 の 10②四）、投資信託及び投資法人に関する法律施行令の改正に伴い、上記の受益

権は、自動的にその範囲に含まれることとなる。 

《適用時期》 

  上記⑴の改正は、令和８年４月１日以後に交付を受けるべき金銭等について適用される（改

正法附則 38）。 

上記⑵の改正は、投資信託及び投資法人に関する法律施行令の改正により適用される見込

みであるが、令和８年４月１日現在において同令の改正は未定である。 

 

４ 特定口座内保管上場株式等の譲渡等に係る所得計算等の特例（措法 37の 11 の３） 

    特定口座に受け入れることができる上場株式等の範囲に、居住者又は恒久的施設を有する非

居住者が締結した持株会契約その他これに類する一定の契約（以下この４において「持株会契約

等」という。）に基づき取得した上場株式等で、当該持株会契約等に基づき開設された口座（以

下この４において「持株会等口座」という。）に係る振替口座簿への記載若しくは記録をし、又

は当該持株会等口座に保管の委託をしている金融商品取引業者等との間に法人税法第２条第 12

号の７の５に規定する支配関係がある他の金融商品取引業者等の営業所において開設されてい

る特定口座への受入れを、当該持株会等口座から当該特定口座への振替の方法により行うもの

が追加された（措令 25の 10 の２⑭二十三、措規 18の 11⑭）。 

   

《適用時期》 

  上記の改正は、令和８年４月１日以後に特定口座に受け入れる持株会契約等に基づき取得

した上場株式等に適用し、同日前に特定口座に受け入れた持株会契約等に基づき取得した上

場株式等については、なお従前の例による（改正措規附則５）。 

 

（参考） 

○ 法人税法（抄） 

  （定義） 

第二条 省 略 

一～十二の七の四 省 略 

十二の七の五 支配関係 一の者が法人の発行済株式若しくは出資（当該法人が有する自己の株式又

は出資を除く。以下この条において「発行済株式等」という。）の総数若しくは総額の百分の五十

を超える数若しくは金額の株式若しくは出資を直接若しくは間接に保有する関係として政令で定

持株会社

Ａ社 Ｂ社

Ｃ証券会社

（持株会等口座）

Ｃ証券会社の兄弟会社

（特定口座）
Ｃ証券会社との間に支

配関係がある証券会社

【改正前】

100％ 100％

50％超 50％超

現 行

持株会社

Ａ社 Ｂ社

Ｃ証券会社

（持株会等口座）

Ｃ証券会社との間に支

配関係がある証券会社

【改正後】

100％ 100％

50％超 50％超

Ｃ証券会社の兄弟会社

（特定口座）

拡 充

現 行
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める関係（以下この号において「当事者間の支配の関係」という。）又は一の者との間に当事者間

の支配の関係がある法人相互の関係をいう。 

十二の七の六 以下省略 

   

  ○ 法人税法施行令（抄） 

     （支配関係及び完全支配関係） 

第四条の二 法第二条第十二号の七の五（定義）に規定する政令で定める関係は、一の者（その者が個人であ

る場合には、その者及びこれと前条第一項に規定する特殊の関係のある個人）が法人の発行済株式等（同号

に規定する発行済株式等をいう。以下この条において同じ。）の総数又は総額の百分の五十を超える数又は

金額の株式又は出資を保有する場合における当該一の者と法人との間の関係（以下この項において「直接支

配関係」という。）とする。この場合において、当該一の者及びこれとの間に直接支配関係がある一若しく

は二以上の法人又は当該一の者との間に直接支配関係がある一若しくは二以上の法人が他の法人の発行済

株式等の総数又は総額の百分の五十を超える数又は金額の株式又は出資を保有するときは、当該一の者は

当該他の法人の発行済株式等の総数又は総額の百分の五十を超える数又は金額の株式又は出資を保有する

ものとみなす。 

２ 省 略 

 

５ 上場株式等に係る譲渡損失の損益通算及び繰越控除（措法 37 の 12 の２） 

 居住者又は恒久的施設を有する非居住者がその年の翌年以後において措置法第 37 条の 12 の

２第５項の「上場株式等に係る譲渡損失の繰越控除」の適用を受けようとする場合であって、そ

の年の年分の所得税につき確定申告書を提出すべき場合及び還付申告書又は確定損失申告書を

提出することができる場合のいずれにも該当しない場合には、損失申告書を提出することがで

きることとされており（措法 37 の 12 の２⑨）、措置法令第 25 条の 11 の２第 12 項に当該申告

書の記載事項が定められているところ、その年分に各種申告分離課税の適用がある場合には、総

所得金額等以外にも申告分離課税の対象となる所得金額を当該損失申告書に記載しなければな

らないこととされている（措令 25 の 11 の２⑬）。今般の下記〔措置法（特定暗号資産の譲渡に

よる所得の課税の特例等）関係〕の「１ 特定暗号資産に係る譲渡所得等の課税の特例（措法 38

の２）」の創設に伴い、当該記載事項に「特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額」が追加された。  

《適用時期》 

  上記の改正は、金融商品取引法及び資金決済に関する法律の一部を改正する法律（令和８年

４月１日現在未成立）の施行の日（同法の公布の日から起算して１年を超えない範囲内におい

て政令で定める日）の属する年の翌年の１月１日から適用される（改正措令附則１六）。 

 

６ エンジェル税制関係（措法 37の 13、37 の 13 の３、41の 19） 

⑴ 特定中小会社が発行した株式の取得に要した金額の控除等（措法 37の 13） 

措置法第 37 条の 13第３項の「特定株式控除未済額の繰戻し還付制度」による還付請求につ

いては、その年分の確定申告書（その年の年分の所得税につき確定申告書を提出すべき場合及

び還付申告書又は確定損失申告書を提出することができる場合のいずれにも該当しない場合

に提出する損失申告書を含む。）と同時に還付請求をすることができることとされている。今

般の下記〔措置法（特定暗号資産の譲渡による所得の課税の特例等）関係〕の「２ 特定暗号

資産に係る譲渡損失の繰越控除（措法 38の３）」の創設に伴い、当該確定申告書に措置法第 38

条の３第５項に規定する損失申告書（その年の翌年以後において特定暗号資産に係る譲渡損

失の繰越控除を受けようとする場合であって、確定申告書を提出する機会がない場合に提出

する損失申告書）も含まれることとされた（措法 37 の 13③）。 

なお、措置法第 37 条の 13 の２第４項の「設立特定株式控除未済額の繰戻し還付制度」につ
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いても同様である。 

⑵ 特定中小会社が発行した株式等に係る譲渡損失の繰越控除等（措法 37の 13 の３） 

  措置法第 37 条の 13 の３第７項の「特定中小会社が発行した株式に係る譲渡損失の繰越控

除」の適用を受ける場合においても、上記５の措置法令第 25 条の 11 の２第 12 項及び同条第

13 項の規定を準用する規定が措置法令第 25 条の 12 の３第 17 項及び同条第 18 項に定められ

ているため、上記５と同様の改正がされた（措令 25 の 12 の３⑱）。 

⑶ 特定新規中小会社が発行した株式を取得した場合の課税の特例（措法 41 の 18 の４） 

  本特例の適用対象となる①国家戦略特別区域法に規定する特定事業を行う株式会社により

発行される株式、②地域再生法に規定する特定地域再生事業を行う株式会社により発行され

る株式の発行期限が、それぞれ令和 11 年３月 31 日まで３年延長された（措法 41 の 18 の４

①四、五）。 

 

７ 非課税口座内の少額上場株式等に係る配当所得及び譲渡所得等の非課税（措法９の８、37 の

14） 

  ⑴ 「非課税口座内の少額上場株式等に係る配当所得及び譲渡所得等の非課税」（ＮＩＳＡ）に

ついて、非課税口座の口座開設可能年齢の下限（その年の１月１日において 18 歳以上）が撤

廃された（措法 37の 14⑤一）。 

⑵ 上記⑴の改正にあわせ、非課税口座に未成年者特定累積投資勘定（注）が設けられることとさ

れるとともに、特定非課税管理勘定（措法 37 の 14⑤八）は未成年者特定累積投資勘定とは同

時に設けられないこととされた（措法 37 の 14⑤一ハ、八）。 

（注） 「未成年者特定累積投資勘定」とは、措置法第 37 条の 14 第５項第７号に規定する特定

累積投資勘定（以下この７において「特定累積投資勘定」という。）のうち、非課税口座を

開設している居住者又は恒久的施設を有する非居住者（以下この７において「居住者等」

という。）がその年の１月１日において 18 歳未満である年及び出生した日の属する年の各

年において設けられるものをいう（措法 37の 14④一）。 

なお、未成年者特定累積投資勘定については、その設けられるべき金融商品取引業者等

の営業所に開設している非課税口座以外の非課税口座に設けることができない（措法 37の

14⑤七ニ）。 

⑶ 未成年者特定累積投資勘定には、措置法第 37 条の 14 第５項６号ロに規定する特定累積投

資上場株式等（以下この７において「特定累積投資上場株式等」という。）のうち、次に掲げ

るもののみを受け入れることとされた（措法 37の 14⑤六ロ、措令 25 の 13⑫㉔㉕㉖）。 

イ その居住者等の非課税口座に未成年者特定累積勘定が設けられた日から同日の属する年

の 12 月 31 日までの期間に当該非課税口座が開設された金融商品取引業者等への買付けの

委託等により取得をした特定累積投資上場株式等のうち、その取得後直ちに当該口座に受

け入れられるもので当該期間内に受け入れた特定累積投資上場株式等の取得対価の額の合

計額が 60 万円を超えないもの（当該特定累積投資上場株式等を当該口座に受け入れた場合

に、当該期間内に受け入れた特定累積投資上場株式等の取得対価の額の合計額及び当該未

成年者特定累積投資勘定が設けられた日の属する年の前年 12 月 31 日に当該居住者等が未

成年者特定累積投資勘定に受け入れている特定累積投資上場株式等の購入の代価の額等の

合計額が 600 万円を超えることとなるときにおけるその特定累積投資上場株式等を除く。） 
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ロ その未成年者特定累積投資勘定に係る特定累積投資上場株式等の分割等により取得する

特定累積投資上場株式等 

⑷ 未成年者特定累積投資勘定に記載若しくは記録又は保管の委託（以下この７において「管理   

等」という。）がされる特定累積投資上場株式等については、当該居住者等の基準年（その年

の３月 31日において 18歳である年をいう。以下この７において同じ。）の前年 12 月 31 日ま

では、次のとおりその移管又は返還等について制限が課されることとされた（措法 37 の 14⑤

六ホ）。 

  イ 次に掲げる年の区分に応じそれぞれ次の移管又は返還を除いて、他の保管口座への移管

又は特定累積投資上場株式等に係る有価証券の居住者等への返還をしないこと。 

(ｲ) 居住者等の特定基準年（その年の３月 31 日において 12 歳である年をいう。以下この

７において同じ。）の前年以前の各年 

     災害、疾病その他のやむを得ない事由（注１）による移管又は返還で、非課税口座及び当

該口座と同時に設けられた特定課税未成年者口座（注２）に管理等又は預入れ若しくは預託

（以下この７において「預入れ等」という。）がされている特定累積投資上場株式等及び

金銭その他の資産（以下この７において「金銭等」という。）の全てについて行うもの（以

下この７において「災害等による返還等」という。）その他一定の事由（注３）による当該

移管又は返還 

（注）１ 「災害、疾病その他のやむを得ない事由」とは次に掲げる事由とする（措法 37の

14⑤六ホ⑴(ⅰ)、措令 25の 13㉛）。 

⑴ 居住者等がその居住の用に供している家屋であって、その者又はその者と生計

を一にする親族が所有しているものについて、災害により全壊、流失、半壊、床

上浸水その他これらに準ずる損害を受けたこと。 

⑵ その年の前年 12 月 31 日において居住者等を所得税法第２条第１項第 34 号に

規定する扶養親族とする者（以下この（注）において「扶養者」という。）が、当

該扶養者又はその者と生計を一にする親族のためにその年中に支払った同法第

73 条第１項に規定する医療費の金額の合計額が 200 万円を超えたこと。 

⑶ 居住者等の扶養者が、配偶者と死別し、若しくは離婚したこと又は当該扶養者

の配偶者が所得税法令第 11 条各号に掲げる者に該当することとなったこと（こ

れらの事由が生じた日の属する年の 12 月 31 日においてその扶養者が所得税法

第２条第１項第 30 号に規定する寡婦又は同項第 31 号に規定するひとり親に該

当し、又は該当することが見込まれる場合に限る。）。 

⑷ 居住者等又はその者の扶養者が、所得税法第２条第１項第 29 号に規定する特

別障害者に該当することとなったこと。 

⑸ 居住者等の扶養者が、雇用保険法（昭和 49 年法律第 116 号）第 23条第２項に

規定する特定受給資格者若しくは同法第 13 条第３項に規定する特定理由離職者

に該当することとなったこと又は経営の状況の悪化によりその営む事業を廃止

したことその他これらに類する事由 

２ 「特定課税未成年者口座」とは、非課税口座を開設した居住者等でその年の１月

１日において 18 歳未満である者又はその年中に出生した者が、当該非課税口座を

開設している金融商品取引業者等の営業所等に開設している口座で、預金口座、貯
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金口座又は顧客から預託を受けた金銭等の管理のための口座により構成されるも

ののうち、当該非課税口座と同時に設けられるものをいう（措法 37の 14⑤九）。 

３ 「その他一定の事由」とは、未成年者特定累積投資勘定に係る特定累積投資上場

株式等の金融商品取引法（昭和 23 年法律第 25 号）第２条第 16 項に規定する金融

商品取引所への上場が廃止されたこと（以下この７において「上場廃止事由」とい

う。）による非課税口座からの払出しとする（措法 37 の 14⑤六ホ⑴(ⅰ)、措令 25の

13㉜）。 

   (ﾛ) 居住者等の特定基準年以後の各年 

Ａ 上記(ｲ)の移管又は返還 

Ｂ 居住者等が非課税口座を開設している金融商品取引業者等の営業所の長に特定累積

投資上場株式等の移管又は返還を依頼する旨、移管又は返還の基因となる事由（居住

者等の教育費又は生活費の支払に充てるためのものに限る。）その他一定の事項を記載

した書類の提出をした場合における移管又は返還 

   ロ 特定累積投資上場株式等の金融商品取引業者等への売委託による方法、金融商品取引業

者等に対してする方法以外の方法による譲渡で、措置法第 37 条の 11 第４項第１号に規定

する投資信託の終了（信託の併合に係るものに限る。以下この７において同じ。）による譲

渡以外のもの（当該譲渡の対価に係る金銭等の交付が他の金融商品取引業者等を経由して

行われるものに限る。）又は贈与をしないこと。 

   ハ 特定累積投資上場株式等の譲渡の対価又は特定累積投資上場株式等に係る配当等として

交付を受ける金銭等（注）は、その受領後直ちに特定課税未成年者口座に預入れ等をすること。 

    （注） 上場株式等に係る措置法第９条の８第１項に規定する配当等で、非課税口座が開設さ

れている金融商品取引業者等が国内における支払の取扱者でないもの及び投資信託の終

了による譲渡の対価として交付を受ける金銭等で、その交付が当該非課税口座が開設さ

れている金融商品取引業者等の営業所を経由して行われないものは除かれることに留意

する（措法 37の 14⑤六ホ⑶、措令 25の 13㉞）。 

    なお、上記イからハに掲げる制限に違反する事由又は災害等による返還等が生じた場合に

は、これらの事由が生じた時に非課税口座及び当該口座と同時に設けられた特定課税未成年

者口座は廃止されることとなる（措法 37 の 14 六ヘ）。 

⑸ 特定課税未成年者口座に預入れ等がされる金銭等は、当該居住者等の基準年の前年 12 月 31

日までは、次に掲げる年の区分に応じそれぞれ次の払出しを除いて、当該金銭等の当該口座か

らの払出しについて制限が課されることとされた（措法 37の 14⑤十ロ）。 

イ 居住者等の特定基準年の前年以前の各年 

  (ｲ) 非課税口座に管理等がされる特定累積投資上場株式等の取得のためにする払出し 

 (ﾛ) 当該特定累積投資上場株式等につき災害等による返還等がされる場合の当該金銭等の

払出し（以下この⑸において「災害等による払出し」という。） 

ロ 居住者等の特定基準年以後の各年 

 (ｲ) 上記(ｲ)の払出し 

  (ﾛ) 居住者等が特定課税未成年者口座を開設している金融商品取引業者等の営業所の長に

当該金銭等の払出しを依頼する旨、払出しの基因となる事由（居住者等の教育費又は生

活費の支払に充てるためのものに限る。）その他一定の事項を記載した書類の提出をした
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場合における払出し 

なお、上記イ及びロの払出し制限に違反した場合又は災害等による払出しが生じた場合に

は、これらの事由が生じた時に特定課税未成年者口座及び当該口座と同時に設けられた非課

税口座は廃止されることとなる（措法 37 の 14⑤十ハ）。   

  ⑹ 非課税口座及び特定課税未成年者口座を開設する居住者等の基準年の 12 月 31 日までに当

該非課税口座又は特定課税未成年者口座につき契約不履行等事由（注）が生じた場合には、当該

非課税口座の開設の時から当該契約不履行等事由が生じた時までの間に支払を受けるべき措

置法第 37条の 14 第１項に規定する非課税口座内上場株式等（以下この７において「非課税口

座内上場株式等」という。）の配当等について本特例の非課税適用がなかったものとし、かつ、

当該契約不履行等事由が生じた時において当該非課税口座内上場株式等の配当等の支払があ

ったものとみなすこととされた（措法９の８②）。 

    この場合において、措置法第８条の５第１項の規定の適用については、契約不履行等事由が

生じた時に支払があったものとみなされた非課税口座内上場株式等の配当等に係る配当所得

の金額の合計額ごとに行う（一部だけを選択して確定申告不要とすることはできない）ことと

された（措法９の８③）。 

（注） 「契約不履行等事由」とは、上記⑷のイからハまで若しくは上記⑸に掲げる要件に該当

しない事由が生じたこと又は非課税口座若しくは特定課税未成年者口座の廃止（災害等に

よる返還等が生じたことによるもの及び出国による非課税口座の廃止を除く。）をしたこ

とをいう（措法 37の 14⑥）。 

⑺ 非課税口座及び特定課税未成年者口座を開設する居住者等の基準年の 12 月 31 日までに当

該非課税口座又は特定課税未成年者口座につき契約不履行等事由が生じた場合の非課税口座

内上場株式等の譲渡所得等の金額の計算については、次のとおりとされた（措法 37 の 14⑥）。 

   イ 当該非課税口座の開設の時から契約不履行等事由が生じた時までの間にした非課税口座

内上場株式等の譲渡による譲渡益について非課税の適用はなかったものとし、かつ、当該契

約不履行等事由が生じた時に非課税の適用がない譲渡（通常の譲渡）があったものとみなす。 

   ロ 当該非課税口座の開設の時から契約不履行等事由が生じた時までの間に他の保管口座へ

の移管又は非課税口座内上場株式等に係る有価証券の居住者等への返還（上場廃止事由に

よる移管又は返還を除く。）があった非課税口座内上場株式等に係る含み益について非課税

の適用はなかったものとみなし、かつ、当該契約不履行等事由が生じた時にその時における

払出し時の金額により非課税の適用がない譲渡（通常の譲渡）があったものとみなす。この

場合における上場株式等の取得価額は、当該移管又は返還における払出し時の金額となる。 

   ハ 契約不履行等事由が生じた時に当該非課税口座で管理されている非課税口座内上場株式

等について、当該契約不履行等事由が生じた時にその時における払出し時の金額により非

課税の適用がない譲渡（通常の譲渡）があったものとみなす。この場合における上場株式等

の取得価額は、その時における払出し時の金額となる。 

  ⑻ 上記⑺で譲渡があったものとみなされる非課税口座内上場株式等に係る収入金額が、当該

非課税口座内上場株式等の取得費及びその譲渡に要した費用の額の合計額又はその譲渡に係

る必要経費に満たない場合におけるその不足額（譲渡損又は含み損）は、所得税に関する法令

の規定の適用についてはないものとみなされ、他の上場株式等の譲渡所得等と損益通算がで

きないこととされた（措法 37の 14⑦）。 



21 

 

  ⑼ 非課税口座が開設されている金融商品取引業者等は、契約不履行等事由が生じたことによ

る口座廃止の際に次のイに掲げる金額からロに掲げる金額を控除した金額に 15％（他に地方

税５％）の税率を乗じて計算した金額の所得税を徴収し、その徴収の日の属する月の翌月 10

日までに納付しなければならないこととされた（措法 37 の 14⑧）。 

   イ 次に掲げる金額の合計額 

    (ｲ) 当該非課税口座を開設した日から口座廃止の日までの間に支払われた当該非課税口座

に係る非課税口座内上場株式等の譲渡の対価の額の合計額（当該譲渡の対価のうち、特

定課税未成年者口座に預入れ等をしなかった金銭等を除く（注）。） 

     （注） 「投資信託の終了による譲渡の対価として交付を受ける金銭等で、その交付が当該

非課税口座が開設されている金融商品取引業者の営業所を経由して行われないもの」

が該当する。 

        (ﾛ) 当該非課税口座を開設した日から口座廃止の日までの間に他の保管口座への移管又は

特定累積投資上場株式等に係る有価証券の居住者等への返還がされた時における払出し

時の金額の合計額 

        (ﾊ) 当該非課税口座を廃止した日において当該非課税口座に管理等がされている特定累積

投資上場株式等の同日における払出し時の金額の合計額 

   ロ 当該非課税口座を開設した日から口座廃止の日までの間に当該非課税口座に管理等がさ

れている特定累積投資上場株式等の取得対価の額及びその取得に要した費用の額並びにそ

の譲渡に要した費用の額の合計額（その譲渡の対価に係る金銭等を特定課税未成年者口座

に預入れ等をしなかった非課税口座内上場株式等の取得対価の額及びその取得に要した費

用の額並びにその譲渡に要した費用の額その他の一定の金額を除く。） 

  ⑽ 上記⑺で計算される譲渡所得等の金額については、確定申告不要制度を選択することがで

きることとされた（措法 37 の 14⑩）。 

    また、上記⑺に基づいて非課税口座内上場株式等の譲渡があったものとみなされる年分の

所得税について国税通則法第 25 条の規定による決定（当該決定に係る同法第 24 条又は第 26

条の規定による更正を含む。）をする場合には、上記⑺の譲渡があったものとみなされる非課

税口座内上場株式等の譲渡所得等の金額については、当該決定に係る課税標準等には含まれ

ないこととされた（措法 37 の 14⑪）。   

  ⑾ 金融商品取引業者等は、その年において当該金融商品取引業者等の営業所に開設されてい

る非課税口座で非課税管理勘定、累積投資勘定又は特定累積投資勘定が設けられていたもの

がある場合には、当該非課税口座を開設した居住者等の各人別に非課税口座年間取引報告書

を非課税口座ごとに作成し、その年の翌年１月 31 日までに、所轄税務署長に提出しなければ

ならないところ、上記⑼の適用があったときは、契約不履行等事由が生じた日の属する月の翌

月末日までに、当該非課税口座を開設していた居住者等に対して上記の非課税口座年間取引

報告書と同じ内容の報告書を交付しなければならないこととされた（措法 37 の 14㊶㊷、措規

18 の 15 の９①）。 

  ⑿ 非課税口座が開設されている金融商品取引業者等は、当該非課税口座を開設している居住

者等から提出を受けた措置法第 37 条の 14 第５項第１号に規定する非課税口座開設届出書に

記載された氏名及び住所（当該氏名又は住所の変更に係る措置法令第 25 条の 13 の２第１項

後段に規定する非課税口座異動届出書（以下この７において「非課税口座異動届出書」という。）
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の提出があった場合には、当該非課税口座異動届出書に記載又は記録がされた変更後の氏名

及び住所）が、基準経過日（注）における氏名及び住所と同じであることを基準経過日から１年

を経過する日までの間に確認しなければならないこととされていたが、今般の改正により廃

止された（旧措法 37 の 14⑤四、六、旧措令 25の 13⑰⑱㉔）。 

    上記の廃止に伴い、金融商品取引業者等において、非課税口座を開設している居住者等の住

所等の変更の有無等を確認し、その変更の可能性がある居住者等から一定期間内に非課税口

座異動届書の提出等がなかった場合には当該口座に係る特定累積投資勘定等に上場株式等を

受け入れないこととする運用上の対応を行うほか、当該特定累積投資勘定等に上場株式等を

受け入れないこととした場合には、その年の当該口座に係る非課税口座年間取引報告書にそ

の旨を記載することとされた。 

（注） 「基準経過日」とは、非課税口座に初めて措置法第 37条の 14 第５項第５号に規定する

累積投資勘定又は特定累積投資勘定を設けた日から 10 年を経過した日及び同日の翌年以

後５年を経過した日ごとの日をいう。 

《適用時期》 

 上記の改正は、令和９年１月１日から適用される（改正法附則１五ロ）。 

 

（参考） 

 ＮＩＳＡ制度の概要（令和９年１月１日～）  

※ 未成年者特定累積投資勘定と特定非課税管理勘定は同時に設けることができない。 

  

８ 特定の基準所得金額の課税の特例（措法 41の 19） 

 「特定の基準所得金額の課税の特例」（いわゆるミニマム課税）について、次の措置が講じら

れた。 

⑴ 特例対象者を個人でその者のその年分の基準所得金額が１億６千５百万円（改正前：３億３

千万円）を超えるものとするとともに、当該超える部分の金額の 30％（改正前：22.5%）に相

当する金額からその年分の基準所得税額を控除した金額に相当する所得税を課すように措置

が見直された。（措法 41の 19①）。 

（計算式） 

 ミニマム課税額 ＝（基準所得金額 － 1.65 億円）× 30％ － 基準所得税額 

（注）１ 「基準所得金額」は、確定申告不要制度の適用がないものとした場合における総合課

 
特定累積投資勘定（つみたて投資枠） 特定非課税管理勘定 

（成長投資枠） 未成年者特定累積投資勘定  

対象年齢 ０～17 歳 18 歳以上 

年間投資枠 60 万円 120 万円 240 万円 

非課税保有 

限度額 
600 万円 

1,800 万円 

 1,200 万円（内数） 

投資対象商品 

積立・分散投資に適した 

一定の公募等株式投資信託 

※つみたて投資枠と同一 

積立・分散投資に適した 

一定の公募等株式投資信託 
 商品性について内閣総理大臣が告示で 

定める要件を満たしたものに限る 

上場株式・ 

公募等株式投資信託等 

投資方法・ 

運用管理 

・契約に基づき、定期かつ継続的

な方法で投資 

・一定の要件の下、12 歳以降は

払出しが可 

契約に基づき、定期かつ継続

的な方法で投資 
制限なし 

自動的に移行
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税の対象となる所得金額と分離課税の対象となる各種所得金額の合計額をいい（措法

41 の 19②）、「基準所得税額」は、これらの所得につき措置法 41 条の 19 第１項の規定

の適用がないものとした場合における所得税の税額の計算に関する法令の規定により

計算した所得税の額（附帯税を除く。）をいう（措法 41の 19③）。 

２ ミニマム課税の計算上、基準所得税額の計算に当たっては、復興特別所得税を加算す

るとされていたところ、今般の改正において、防衛特別所得税が加算されることとされ

た（防衛財確法５の 31①による読替後の措法 41の 19③）。  

⑵ 「特定暗号資産に係る譲渡所得等の課税の特例」（措法 38 の 2）が創設されたことに伴い、

特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額が新たに分離課税の対象となることから、当該金額が

基準所得金額に含まれることとされた（措法 41の 19②九）。 

⑶ 上記７の改正により、非課税口座及び特定課税未成年者口座につき契約不履行等事由が生

じた場合には、当該非課税口座の開設の時から当該契約不履行等事由が生じた時までの間の

非課税口座内上場株式等の配当等の支払や非課税口座内上場株式等の譲渡等について非課税

等の適用がなかったものとし、かつ、当該契約不履行等事由が生じた時に非課税口座内上場株

式等の配当等の支払や非課税口座内上場株式等の譲渡等があったものとみなすこととされた

ことに伴い（措法９の８②、37の 14⑥⑦）、当該契約不履行等事由が生じた年分における本制

度の適用について次の措置が講じられた。 

イ 当該契約不履行等事由による非課税口座内上場株式等に係る配当所得及び譲渡所得等の

金額については、確定申告不要制度（措法８の５①、37 の 14⑩）の適用がないものとして

基準所得金額を計算することとされた（措法 41の 19②二、七）。 

ロ 上記⑴のミニマム課税額がある者のその年分の当該契約不履行等事由による非課税口座

内上場株式等に係る配当所得及び譲渡所得等の金額については、確定申告不要制度（措法８

の５①、37 の 14⑩）を適用しないこととされた（措法 41 の 19④）。 

ハ 当該契約不履行等事由による非課税口座内上場株式等に係る配当所得及び譲渡所得等の

金額を有する居住者等のその年分の所得税について国税通則法第 25 条の規定による決定

（当該決定に係る同法第 24 条又は第 26 条の規定による更正を含む。）をする場合において

は、これらの金額を課税標準等に含めることとされた（措法 41の 19⑤三）。 

《適用時期》 

上記⑴の改正は、令和９年分以後の所得税について適用し、令和８年分以前の所得税につい

ては、なお従前の例による（改正法附則 47）。 

上記⑵の改正は、金融商品取引法及び資金決済に関する法律の一部を改正する法律（令和８

年４月１日現在未成立）の施行の日（同法の公布の日から起算して１年を超えない範囲内にお

いて政令で定める日）の属する年の翌年１月１日から適用される（改正法附則１十ロ）。 

上記⑶の改正は、令和９年１月１日から適用される（改正法附則１五ロ）。 

 

９ 認定株式分配に係る課税の特例（措法 68 の２） 

   「認定株式分配に係る課税の特例」（いわゆるパーシャルスピンオフに係る税制優遇措置）に

ついて、スタートアップ創出促進の措置から企業の事業ポートフォリオ見直しのための環境整

備の措置として、次のとおり見直しがなされた。 

⑴ 本特例の適用期限（産業競争力強化法（平成 25 年法律第 98 号）第 23 条第１項の認定期限
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（改正前：令和５年４月１日から令和 10 年３月 31 日））が撤廃され、令和８年４月１日以後

に産業競争力強化法の認定を受けた法人の行う現物分配（法法２十二の五の二）に関する期限

の定めのない措置とされた（措法 68 の２①）。 

⑵ 本特例の適用要件については、次のとおりとされた。 

イ 現物分配法人（法法２十二の五の二）の発行済株式等の総数又は総額のうちに占める

当該現物分配法人の各株主等の有する当該現物分配法人の株式の数（出資にあっては、

金額）の割合に応じてその完全子法人の株式のみが交付されるものであること（措法 68

の２①）。 

ロ 認定株式分配（産業競争力強化法第 23 条第１項の認定に係る同法第 24 条第２項に規

定する認定事業再編計画に従ってする同法第 31 条第１項に規定する特定剰余金配当を

いう。以下この９において同じ。）の直後に当該認定株式分配に係る現物分配法人が有

する当該認定株式分配に係る完全子法人の株式又は出資の数又は金額の当該完全子法

人の発行済株式又は出資（当該完全子法人が有する自己の株式又は出資を除く。）の総

数又は総額のうちに占める割合が 20％未満となること（措令 39 の 34 の２①一）。 

ハ 認定株式分配の直前に当該認定株式分配に係る現物分配法人と他の者との間に当該

他の者による支配関係がなく、かつ、当該認定株式分配後に当該認定株式分配に係る完

全子法人と他の者との間に当該他の者による支配関係があることとなることが見込ま

れていないこと（措令 39 の 34 の２①二）。 

ニ 認定株式分配前の当該認定株式分配に係る完全子法人の法人税法令第４条の３第４

項第２号に規定する特定役員の全てが当該認定株式分配に伴って退任をするものでな

いこと（措令 39 の 34 の２①三）。 

ホ 認定株式分配に係る完全子法人の当該認定株式分配の直前の従業者のうち、その総数

のおおむね 80％（改正前：90%）以上に相当する数の者が当該完全子法人の業務に引き

続き従事することが見込まれていること（措令 39 の 34 の２①四）。 

ヘ 認定株式分配に係る現物分配法人及び完全子法人が事業の成長発展が見込まれるも

のとして経済産業大臣が定める要件を満たすものであること（措令39の 34の２①五）。 

なお、産業競争力強化法第 23 条第１項の認定を受けた法人が行う法人税法第２条第 12 号

の５の２に規定する現物分配が認定株式分配に該当する場合で、その完全子法人の株式が移

転するものであるときには、その現物分配は所得税法第 24 条第１項及び同法第 25 条第 1 項

並びに措置法第 37 条の 10 第３項の株式分配に該当するとともに、上記⑵の要件を充足する

ものについては、所得税法第 25 条第１項第３号に規定する「適格株式分配」に該当するこ

ととなる。 

《適用時期》 

上記の改正は、令和８年４月１日から適用し、同日前に旧措置法第 68 条の２第１項の認定

を受けた法人が行う同項に規定する現物分配については、なお従前の例による（改正法附則

67）。 

 

（参考） 

○ 産業競争力強化法（平成 25 年法律第 98 号）（抄） 

（事業再編計画の認定） 

第二十三条 事業者は、その実施しようとする事業再編（当該事業者が法人を設立し、その法人が実

施しようとするものを含む。）に関する計画（以下「事業再編計画」という。）を作成し、主務省
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令で定めるところにより、これを主務大臣に提出して、その認定を受けることができる。 

２～６ 省 略 

 

（事業再編計画の変更等） 

第二十四条 省 略 

２ 主務大臣は、認定事業再編事業者又はその関係事業者若しくは外国関係法人が当該認定に係る事

業再編計画（前項の規定による変更の認定があったときは、その変更後のもの。以下「認定事業再

編計画」という。）に従って事業再編のための措置を行っていないと認めるときは、その認定を取

り消すことができる。 

３～５ 省 略 

 

（剰余金の配当に関する特例） 

第三十一条 認定事業者である株式会社が認定計画に従って特定剰余金配当（剰余金の配当であっ

て、配当財産が当該認定事業者の関係事業者の株式又は外国関係法人の株式若しくは持分若しくは

これらに類似するものであるものをいう。次項において同じ。）をする場合における会社法第三百

九条第二項、第四百五十九条第一項、第四百六十条第一項及び第四百六十五条第一項の規定の適用

については、次の表の上欄に掲げる同法の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄

に掲げる字句とするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

（表）省 略 

２ 省 略 

 

○ 事業再編の実施に関する指針の一部を改正する告示（財務省、経済産業省告示第４号）（抄） 

 一～五 省 略 

 六 その他事業再編に関する重要事項 

  イ～ホ 省 略 

  ヘ 事業者が法第二条第十七項第一号リ又はルに掲げる措置に係る事業再編を実施するにあたり、特

定剰余金配当をする事業者及び配当株式発行関係事業者等（特定剰余金配当の配当財産とする株式

を発行した関係事業者又は外国関係法人（配当財産が持分又は株式若しくは持分に類似するもので

ある場合にあっては、当該持分又は株式若しくは持分に類似するものを交付した外国関係法人）を

いう。ヘにおいて同じ。）が事業の成長発展が見込まれる要件を満たすものとして事業再編計画の

認定（変更の認定を含む。）を受けようとする場合 

事業者は、一の事業再編による生産性及び財務内容の健全性の向上に関する目標の設定に関する

事項に定める生産性の向上及び財務内容の健全性の向上に関する目標等の必要な要件に加え、次の

⑴から⑶までのいずれにも該当する場合には、特定剰余金配当をする事業者及び配当株式発行関係

事業者等が事業の成長発展が見込まれる要件を満たすものとして事業再編計画の認定（変更の認定

を含む。）を受けることができるものとする。 

⑴ 特定剰余金配当事業者等（特定剰余金配当をする事業者並びにその関係事業者及びその外国関

係法人をいう。⑴において同じ。）の事業（事業再編計画の認定を受けて行う特定剰余金配当の

直前に行われていることが見込まれるものに限る。）のうちいずれかの事業について、当該特定

剰余金配当事業者等によってその経営資源を集中させるものとして特定されており、かつ、その

特定されている事業が当該特定剰余金配当事業者等（特定剰余金配当をする事業者の関係事業者

及び外国関係法人にあっては、当該特定剰余金配当をする事業者との間に産業競争力強化法施行

規則（平成三十年内閣府・総務省・財務省・文部科学省・厚生労働省・農林水産省・経済産業省・

国土交通省・環境省令第一号。以下「規則」という。）第三条又は第四条に規定する関係が継続

することが見込まれているものに限る。⑶において同じ。）において引き続き行われることが見

込まれること。 

⑵ 配当株式発行関係事業者等の主要な事業（事業再編計画の認定を受けて行う特定剰余金配当の

直前に行われていることが見込まれるものに限る。）について、⑴の特定されている事業以外の

ものであり、かつ、当該主要な事業が当該配当株式発行関係事業者等において引き続き行われる

ことが見込まれること。 

⑶ 特定剰余金配当事業者等の⑴の特定されている事業及び配当株式発行関係事業者等の⑵の主

要な事業について、事業再編計画の認定を受けて行う特定剰余金配当により、一イの事業再編に

よる生産性向上に関する目標の達成が見込まれること。 

  ト～ヨ 省 略 

   七 省 略 
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〔所法（譲渡所得）関係〕 

 

１ 譲渡所得（所法 33） 

⑴ 譲渡所得の金額 

譲渡所得の金額は、次に掲げる所得のそれぞれその年中の当該所得に係る総収入金額から

当該所得の基因となった資産の取得費及びその資産の譲渡に要した費用の額の合計額を控除

し、その残額の合計額（以下この１において「譲渡益」という。）（注１）から譲渡所得の特別控

除額を控除した金額とすることとされた（所法 33③）。 

イ 資産（暗号資産を除く。ロにおいて同じ。）の譲渡（営利を目的として継続的に行われる

譲渡など所得税法第 33条第２項の規定に該当するものを除く。ロ及びハにおいて同じ。）で

その資産の取得の日以後５年以内にされたものによる所得（以下「短期譲渡所得」という。） 

ロ 資産の譲渡による所得でイに掲げる所得以外のもの（以下「長期譲渡所得」という。） 

ハ 暗号資産の譲渡による所得（以下「譲渡所得の基因となる暗号資産の譲渡による所得」と

いう。）（注２） 

   （注）１ 上記イないしハのうちいずれかの所得に係る総収入金額が当該所得の基因となった資

産の取得費及びその資産の譲渡に要した費用の額の合計額に満たない場合（譲渡損失が

生じる場合）には、①譲渡所得の基因となる暗号資産の譲渡による所得、②短期譲渡所

得、③長期譲渡所得の順序により、その譲渡損失に相当する金額を他の上記イないしハ

に掲げる所得に係る残額（総収入金額から取得費及び譲渡に要した費用の額の合計額を

控除した後の残額）から順次控除した金額の合計額となる（所令 81の２）。 

２ 譲渡所得の基因となる暗号資産の譲渡による所得については、総所得金額の計算にお

ける、長期譲渡所得に係る譲渡所得の金額及び一時所得の金額の合計額を２分の１

とする措置（以下「２分の１課税」という。）は適用しないこととされている（所法

22②）。 

⑵ 譲渡所得の特別控除額 

    譲渡所得の金額の計算上控除する譲渡所得の特別控除額は、次に掲げる場合の区分に応じ、

それぞれ次の金額とすることとされた（所法 33④）。 

   イ ロに掲げる場合以外の場合 

50 万円 

   ロ 譲渡益のうち、短期譲渡所得に係る部分の金額と長期譲渡所得に係る部分の金額との合

計額が 50万円に満たない場合 

当該合計額 

   ※ この改正により、譲渡益のうち、譲渡所得の基因となる暗号資産の譲渡による所得に係る

部分の金額については、譲渡所得の特別控除額が控除されないこととなる。 

《適用時期》 

上記⑴及び⑵の改正は、金融商品取引法及び資金決済に関する法律の一部を改正する法律

（令和８年４月１日現在未成立）の施行の日（同法の公布の日から起算して１年を超えない範

囲内において政令で定める日）の属する年の翌年の１月１日（以下「適用開始日」という。）

の属する年分以後の所得税について適用され、適用開始日の属する年分前の所得税について

は、なお従前の例による（改正法附則４）。 
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２ 暗号資産の譲渡原価等の計算及びその評価の方法（所法 48の２） 

暗号資産の譲渡原価等の計算及びその評価の方法（所法 48 の２）の適用対象に「譲渡所得の

金額の計算上取得費に算入する金額を算定する場合」が加えられ、譲渡所得の基因となる暗号資

産の譲渡による所得の金額の計算上取得費に算入する金額を算定する場合におけるその算定の

基礎となる期末暗号資産（注１）の価額は、総平均法（注２）又は移動平均法（注３）により評価した金

額（注４）とすることとされた（所法 48 の２①②、所令 119 の２～119 の６）。 

  （注）１ 「期末暗号資産」とは、その年 12月 31 日（居住者が年の中途において死亡し、又は出

国をした場合には、その死亡又は出国の時。）において有する暗号資産をいう（所令 119

の２①）。 

    ２ 「総平均法」とは、暗号資産をその種類の異なるごとに区別し、その種類の同じものに

ついて、その年１月１日において有していた種類を同じくする暗号資産の取得価額の総額

とその年中に取得をした種類を同じくする暗号資産の取得価額の総額との合計額をこれ

らの暗号資産の総数量で除して計算した価額をその一単位当たりの取得価額とする方法

をいう（所令 119 の２①一）。 

    ３ 「移動平均法」とは、暗号資産をその種類の異なるごとに区別し、その種類の同じもの

について、当初の一単位当たりの取得価額が、再び種類を同じくする暗号資産の取得をし

た場合にはその取得の時において有する当該暗号資産とその取得をした暗号資産との数

量及び取得価額を基礎として算出した平均単価によって改定されたものとみなし、以後種

類を同じくする暗号資産の取得をする都度同様の方法により一単位当たりの取得価額が

改定されたものとみなし、その年 12 月 31 日から最も近い日において改定されたものと

みなされた一単位当たりの取得価額をその一単位当たりの取得価額とする方法をいう（所

令 119 の２①二）。 

    ４ 暗号資産の評価方法は、その種類ごとに選定（総平均法又は移動平均法）することとさ

れているところ（所令 119 の３）、その評価方法の選定の届出（暗号資産の取得をした日

の属する年分の所得税に係る確定申告期限までに所轄税務署長に届出が必要）をしなかっ

た場合、又は選定した評価の方法により評価しなかった場合には、総平均法により評価し

た金額とすることとされている（所法 48 の２①、所令 119 の５①）。 

  《適用時期》 

上記の改正は、適用開始日の属する年分以後の所得税について適用され、適用開始日の属す

る年分前の所得税については、なお従前の例による（改正法附則６①、改正所令附則１五）。 

【参考】暗号資産の譲渡原価 

暗号資産の譲渡原価を算定するに当たっては、暗号資産を個別に特定し、その取得価額を

もって必要経費又は取得費に算入することはせず、その種類を同じくするものごとに次の算

式によって計算し、これを必要経費又は取得費に算入することとされている。 

【算式】 

 期首評価額 ＋ 期中取得額 － 期末評価額 ＝ 譲渡原価の額 

そして、当該算式における「期首評価額」は、前期末の評価額を示すものであるから、総

平均法又は移動平均法により、期末暗号資産の評価額（当該算式における「期末評価額」）を

算出することにより、暗号資産の譲渡による所得の計算上必要経費に算入する金額又は取得

費に算入する金額を算定することが可能となる。 



28 

 

なお、期末暗号資産の評価額の計算の基礎となる暗号資産の取得価額は、原則として、次

に掲げる暗号資産の区分に応じそれぞれ次の金額とすることとされている（所令 119 の６

①）。 

１ 購入した暗号資産 

その購入の代価（購入手数料その他その暗号資産の購入のために要した費用がある場合

には、その費用の額を加算した金額） 

２ 自己発行の暗号資産 

その発行のために要した費用の額 

３ 上記１及び２以外の暗号資産 

その取得の時におけるその暗号資産の取得のために通常要する価額 

 

３ 生活に通常必要でない資産の災害による損失（所法 62） 

   居住者が、災害又は盗難若しくは横領により、生活に通常必要でない資産について受けた一定

の損失の金額については、その年分及び翌年分の譲渡所得の金額の計算上控除すべき金額とみ

なすこととされているところ（所法 62①)、上記１⑴の改正に伴い、当該損失の金額の控除につ

いては、その年分の①譲渡所得の基因となる暗号資産の譲渡による所得の金額、②短期譲渡所得

の金額、③長期譲渡所得の金額の計算上順次控除し（所令 178②一）、なお控除しきれない損失

の金額があるときは、これを翌年分の①、②、③の金額の計算上順次控除することとされた（所

令 178②二）。 

《適用時期》 

上記の改正は、適用開始日から適用される（改正所令附則１五）。 

 

４ 損益通算（所法 69） 

⑴ 譲渡所得の基因となる暗号資産の譲渡による所得の金額の計算上生じた損失の金額 

譲渡所得の基因となる暗号資産の譲渡による所得の金額の計算上生じた損失の金額につい

ては、他の総合課税の対象となる所得との損益通算を適用しないこととされた（所法 69②）。 

⑵ 損益通算の控除の順序 

上記１⑴の改正に伴い、損益通算の対象となる損失を譲渡所得の金額から控除する場合に

おける控除の順序について整備がされ、譲渡所得の金額のうちに、①短期譲渡所得又は譲渡所

得の基因となる暗号資産の譲渡による所得に係る部分及び②長期譲渡所得に係る部分がある

場合には、まず①に係る部分の譲渡所得の金額（注）から控除することとされた（所令 198①三）。 

（注） 短期譲渡所得に係る部分の金額及び長期譲渡所得に係る部分の金額は、それぞれ譲渡所

得の特別控除額の控除後の金額であるとともに、長期譲渡所得に係る部分の金額について

は、２分の１課税適用前の金額であることに留意。 

《適用時期》 

上記⑴の改正は、適用開始日の属する年分以後の所得税について適用され、適用開始日の属

する年分前の所得税については、なお従前の例による（改正法附則７）。 

上記⑵の改正は、適用開始日から適用される（改正所令附則１五）。 

【参考】 暗号資産に関するその他の改正 

たな卸資産の贈与等の場合の総収入金額算入（所法 40①）の適用対象となる暗号資産は、事業
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所得の基因となるもの（注）に限ることとされた（所令 87）。 

（注） 暗号資産で譲渡所得の基因となるものは、所得税法第 59 条の適用対象となることに留意。 

《適用時期》 

上記の改正は、適用開始日の属する年分以後の所得税について適用され、適用開始日の属する

年分前の所得税については、なお従前の例による（改正所令附則５）。 

 

〔措置法（特定暗号資産の譲渡による所得の課税の特例等）関係〕 

 

１ 特定暗号資産に係る譲渡所得等の課税の特例（措法 38の２） 

⑴ 申告分離課税 

居住者又は恒久的施設を有する非居住者（以下２までにおいて「居住者等」という。）が、

特定暗号資産（注１）の譲渡（暗号資産取引業者（注２）への売委託により行うもの又は暗号資産取

引業者に対するものに限る。以下２までにおいて同じ。）をした場合における当該特定暗号資

産の譲渡による事業所得、譲渡所得及び雑所得（以下「特定暗号資産に係る譲渡所得等」とい

う。）については、20％（所得税 15％、個人住民税５％）の税率による申告分離課税の対象と

することとされた（措法 38 の２①前段、措令 25の 15 の２①）。 

   （注）１ ここにいう「特定暗号資産」とは、暗号資産のうち、その名称が金融商品取引業者登

録簿に登録されているものその他の一定のものをいい（措法 38の２①）、新金融商品取

引法に規定する特定暗号資産（特定の者のみが発行する権限を有する暗号資産）とは定

義が異なる。 

     ２ 「暗号資産取引業者」とは、金融商品取引業者のうち暗号資産取引業を行う者をいい

（措法 38 の２①）、国内に営業所又は事務所を有しない法人はその範囲から除かれて

いる（新金商法 29の４①四ロ）。 

なお、金融商品取引法及び資金決済に関する法律の一部を改正する法律（令和８年４

月１日現在未成立）の施行の際現に暗号資産交換業に係る登録（旧資金決済法 63の２）

を受けている一定の者については、原則として６か月間、暗号資産取引業者に該当する

ものとみなすこととされている（金商法等の一部改正法附則 11）。 

⑵ 特定暗号資産に係る譲渡所得等の損失の金額 

    特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額の計算上生じた損失の金額があるときは、所得税法

に関する法令の規定の適用上、当該損失の金額は生じなかったものとみなすこととされた（措

法 38の２①後段）。 

  ⑶ 特定暗号資産に係る譲渡所得等の申告手続 

    その年において特定暗号資産に係る譲渡所得等を有する居住者等が確定申告書を提出する

場合には、当該特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額の計算に関する明細書を当該申告書に

添付しなければならないこととされた（措法 38 の２③、措令 25 の 15 の２②、措規 18 の 17

①）。 

  ⑷ 報告書の提出義務 

    居住者等との間で特定暗号資産についての売買等の行為（注１）を行った暗号資産取引業者の

国内にある主たる営業所等の長は、当該行為を行った日の属する年の翌年１月 31 日までに、

当該居住者等の氏名、個人番号、当該特定暗号資産の名称 その他の一定の事項を記載した報
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告書（注２）を作成し、当該営業所等の所在地の所轄税務署長に提出しなければならないことと

された（措法 38 の２④、措令 25 の 15 の２⑦、措規 18の 17③～⑤、別表七の二）。 

（注）１ ここにいう「売買等の行為」とは、新金融商品取引法第２条第８項第 18号又は第 19

号に掲げる行為をいう。 

  ２ 当該報告書については、居住者等が特定暗号資産の譲渡を行った場合のみならず、

居住者等が暗号資産取引業者から特定暗号資産を取得した場合についても報告の対象

とされている。 

なお、当該報告書に関しては、罰則規定が措置されている（措法 42の３⑥二）。 

  ⑸ 報告書の提出に関する質問検査権等 

    税務署職員等は、上記⑷の報告書の提出に関する調査について必要があるときは、当該報告

書を提出する義務がある者に対して質問検査権（注）を行使することができることとされた（措

法 38の２⑤～⑨）。 

   （注） 当該質問検査権に関しては、罰則規定が措置されている（措法 42 の３⑥五、六）。 

《適用時期》 

上記⑴から⑶までの改正は、居住者等が適用開始日以後に行う特定暗号資産の譲渡につい

て適用される（改正法附則 39①）。 

上記⑷及び⑸の改正は、暗号資産取引業者が、適用開始日の属する年の翌年１月１日以後に

居住者等との間で行う特定暗号資産についての上記⑷の売買等の行為について適用される（改

正法附則 39②）。 

 

（参考） 

〇 新金融商品取引法（抄） 

※ 以下の規定は、令和８年４月10日に国会提出された「金融商品取引法及び資金決済に関する法律の一部を改

正する法律案」に基づくものである。 

（定義） 

第二条 省 略 

２～７ 省 略 

  ８ この法律において「金融商品取引業」とは、次に掲げる行為（その内容等を勘案し、投資者の保護のため支

障を生ずることがないと認められるものとして政令で定めるもの及び銀行、優先出資法第二条第一項に規定す

る協同組織金融機関（以下「協同組織金融機関」という。）その他政令で定める金融機関が行う第十二号、第十

四号、第十五号、第十八号から第二十五号まで又は第二十八条第十項各号に掲げるものを除く。）のいずれかを

業として行うことをいう。 

   一～十七 省 略 

   十八 暗号資産の売買（他の暗号資産との交換を含み、デリバティブ取引に該当するものを除く。以下同じ。） 

   十九 前号に掲げる行為の媒介、取次ぎ又は代理 

   二十 特定暗号資産の引受け（特定暗号資産取得勧誘等（第五十二項に規定する特定暗号資産取得勧誘等をい

う。第二十二号において同じ。）に際し、第五十三項各号に掲げるもののいずれかを行うことをいう。） 

   二十一 特定暗号資産の募集・売出し 

   二十二 特定暗号資産取得勧誘等の取扱い 

   二十三 その行う第十八号から前号までに掲げる行為に関して、顧客から金銭の預託を受けること。 

   二十四 他人のために暗号資産の管理をすること（当該管理を業として行うことにつき他の法律に特別の規定

のある場合を除く。） 

   二十五 暗号資産の借入れ 

   二十六 省 略 

  ９ この法律において「金融商品取引業者」とは、第二十九条の規定により内閣総理大臣の登録を受けた者をい

う。 

  10～48 省 略 

  49 この法律において「暗号資産」とは、次に掲げるものをいう。ただし、第二十九条の二第一項第八号に規定

する権利を表示するものを除く。 

一 物品その他の財産的価値（通貨を除く。）を購入し、若しくは借り受け、又は役務の提供を受ける場合に、
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これらの代価の弁済のために不特定の者に対して使用することができ、かつ、不特定の者を相手方として購

入及び売却を行うことができる財産的価値（電子機器その他の物に電子的方法により記録されているもの

に限り、通貨、通貨建資産（資金決済に関する法律第二条第七項に規定する通貨建資産をいう。以下この号

において同じ。）及び同条第五項に規定する電子決済手段（通貨建資産に該当するものを除く。）を除く。次

号において同じ。）であつて、電子情報処理組織を用いて移転することができるもの 

二 不特定の者を相手方として前号に掲げるものと相互に交換を行うことができる財産的価値であつて、電

子情報処理組織を用いて移転することができるもの 

  50 この法律において「特定暗号資産」とは、暗号資産であつて、特定の者のみが当該暗号資産を発行する権限

を有するもの（これに類するものとして内閣府令で定めるものを含む。）をいう。 

  51 省 略 

  52 この法律において「特定暗号資産の募集、売出し」とは、新たに発行される特定暗号資産の有償の提供の申

込み若しくはその有償の取得の申込みの勧誘又は既に発行された特定暗号資産の売付けの申込み若しくはそ

の買付けの申込みの勧誘（以下「特定暗号資産取得勧誘等」という。）のうち、次の各号に掲げる場合のいずれ

かに該当するもの（金融商品取引業者（第二十八条第五項に規定する暗号資産取引業を行う者に限る。第一号

及び第二章の七において同じ。）の暗号資産売買等業務（第八項第十八号又は第十九号に掲げる行為であつて、

電子情報処理組織を使用して同時に多数の者を一方の当事者又は各当事者として政令で定める方法により行

うものに係る業務をいう。以下同じ。）による特定暗号資産の売買であつて当該特定暗号資産の特定暗号資産発

行者（当該特定暗号資産発行者と密接な関係を有する者として政令で定める者を含む。）以外の者による売付け

に係るもの及びこれに準ずる取引その他の政令で定める特定暗号資産の取引に係るものを除く。）をいう。 

一 多数の者（当該者が適格機関投資家（金融商品取引業者を含む。以下この項及び第二章の七において同じ。）

であつて、当該特定暗号資産がその取得者である適格機関投資家から適格機関投資家以外の者に譲渡されるお

それが少ないものとして政令で定める場合に該当するときは、当該者を除く。）を相手方として行う場合とし

て政令で定める場合 

二 前号に掲げる場合のほか、次に掲げる場合のいずれにも該当しない場合 

イ 適格機関投資家のみを相手方として行う場合であつて、当該特定暗号資産がその取得者から適格機関投

資家以外の者に譲渡されるおそれが少ないものとして政令で定める場合 

ロ 前号に掲げる場合及びイに掲げる場合以外の場合（当該特定暗号資産と同一の銘柄の特定暗号資産の発

行及び勧誘の状況等を勘案して政令で定める要件に該当する場合を除く。）であつて、当該特定暗号資産が

多数の者に保有されるおそれが少ないものとして政令で定める場合 

  53～55 省 略 

 

  第二十八条 省 略 

  ２～４ 省 略 

  ５ この章において「暗号資産取引業」とは、金融商品取引業のうち、次に掲げる行為のいずれかを業として行

うことをいい、銀行、協同組織金融機関その他政令で定める金融機関が、当該行為のいずれかを業として行う

ことを含むものとする。 

   一 第二条第八項第十八号から第二十二号まで又は第二十五号に掲げる行為 

二 第二条第八項第二十三号又は第二十四号に掲げる行為に掲げる行為 

  ６～10 省 略 

 

  （登録） 

  第二十九条 金融商品取引業は、内閣総理大臣の登録を受けた者でなければ、行うことができない。 

 

  （登録の申請） 

  第二十九条の二 前条の登録を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した登録申請書を内閣総理大臣に提

出しなければならない。 

   一～十 省 略 

   十一 暗号資産取引業を行う場合にあつては、次に掲げる事項 

     イ 取り扱う暗号資産（第二条第八項第二十五号に掲げる行為のみにおいて取り扱うものを除く。）の名称 

     ロ 暗号資産管理関係業務提供者から暗号資産管理関係業務の提供を受ける場合においては、その旨並び

に当該暗号資産管理関係業務提供者の商号、名称又は氏名及び当該提供を受ける暗号資産管理関係業務

の内容その他内閣府令で定める事項 

   十二～十五 省 略 

  ２～４ 省 略 

 

 （登録簿への登録） 

  第二十九条の三 内閣総理大臣は、第二十九条の登録の申請があつた場合においては、次条第一項の規定により

登録を拒否する場合を除くほか、次に掲げる事項を金融商品取引原簿に登録しなければならない。 

   一 前条第一項各号に掲げる事項 

   二 登録年月日及び登録番号 
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  ２ 内閣総理大臣は、金融商品取引業者原簿を公衆の縦覧に供しなければならない。 

 

 （登録の拒否） 

  第二十九条の四 内閣総理大臣は、登録申請者が次の各号のいずれかに該当するとき、又は登録申請書若しくは

これに添付すべき書類若しくは電磁的記録のうちに虚偽の記載若しくは記録があり、若しくは重要な事実の記

載若しくは記録が欠けているときは、その登録を拒否しなければならない。 

   一～三 省 略 

   四 第一種金融商品取引業、第二種金融商品取引業、投資運用業又は暗号資産取引業を行おうとする場合にあ

つては、次のいずれかに該当する者 

    イ 省 略 

    ロ 国内に営業所又は事業所を有しない法人 

    ハ、ニ 省 略 

   五～八 省 略 

  ２～６ 省 略 

 

 〇 金融商品取引法及び資金決済に関する法律の一部を改正する法律（令和８年４月１日現在未成立）（抄） 

※ 以下の規定は、令和８年４月10日に国会提出された「金融商品取引法及び資金決済に関する法律の一部を改

正する法律案」に基づくものである。 

（附則） 

  第八条 この法律の施行の際現に旧資金決済法第六十三条の二の登録を受けている者（附則第三十九条第一項の

規定によりなお従前の例によることとされた旧資金決済法第六十三条の二の登録を受けた者を含み、金融商品

取引業者を除く。）は、施行日から起算して六月間（金融商品取引法第二十九条の登録の申請をした場合におい

て当該期間内にその申請について新金融商品取引法第二十九条の四第一項の規定による登録の拒否の処分が

あったとき、又は当該期間内に第三項の規定により読み替えて適用される新金融商品取引法第五十二条第一項

若しくは第四項の規定により暗号資産取引業務（新金融商品取引法第二十八条第五項に規定する暗号資産取引

業に係る業務のうち同項第一号に掲げる行為（新金融商品取引法第二条第八項第二十五号に掲げる行為を除

く。）に係る業務又は新金融商品取引法第二十八条第八項に規定する暗号資産等管理業務をいう。以下この条か

ら附則第十一条まで及び附則第二十条第一項第四号において同じ。）の全部の廃止を命じられたときは、当該処

分のあった日又は当該廃止を命じられた日までの間）は、金融商品取引法第二十九条の規定にかかわらず、暗

号資産取引業務を行うことができる。 

２ 前項の規定により暗号資産取引業務を行うことができる者が施行日から起算して六月を経過する日までに

金融商品取引法第二十九条の登録の申請をした場合において、その申請について登録又は登録の拒否の処分が

行われることなく、その期間を経過したときは、その申請についてこれらの処分があるまでの間（その間に次

項の規定により読み替えて適用される新金融商品取引法第五十二条第一項又は第四項の規定により暗号資産

取引業務の全部の廃止を命じられたときは、当該廃止を命じられた日までの間）も、前項と同様とする。ただ

し、施行日から起算して二年を経過したときは、この限りでない。 

３～７ （省 略） 

 

第十一条 附則第八条第一項又は第二項の規定により暗号資産取引業務を行うことができる者については、租税

特別措置法（昭和三十二年法律第二十六号）第三十八条の二第一項に規定する金融商品取引業者に該当するも

のとみなす。 

 

〇 旧資金決済法（抄） 

（定義） 

 第二条 （省 略） 

 ２～14 （省 略） 

 15 この法律において「暗号資産交換業」とは、次に掲げる行為のいずれかを業として行うことをいい、「暗号資

産の交換等」とは、第一号又は第二号に掲げる行為をいい、「暗号資産の管理」とは、第四号に掲げる行為をい

う。 

一 暗号資産の売買又は他の暗号資産との交換 

二 前号に掲げる行為の媒介、取次ぎ又は代理 

三 その行う前二号に掲げる行為に関して、利用者の金銭の管理をすること。 

四 他人のために暗号資産の管理をすること（当該管理を業として行うことにつき他の法律に特別の規定のあ

る場合を除く。）。  

  16～34 （省 略） 

 

（暗号資産交換業者の登録） 

 第六十三条の二 暗号資産交換業は、内閣総理大臣の登録を受けた者でなければ、行ってはならない。 
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２ 特定暗号資産に係る譲渡損失の繰越控除（措法 38の３） 

⑴ 特定暗号資産に係る譲渡損失の繰越控除 

    確定申告書を提出する居住者等が、その年の前年以前３年内の各年において生じた特定暗

号資産に係る譲渡損失の金額（注）（この特例の適用を受けて前年以前において控除されたもの

を除く。）を有する場合には、当該特定暗号資産に係る譲渡損失の金額は、上記１⑵にかかわ

らず、当該確定申告書に係る年分の特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額を限度として、当該

年分の当該特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額の計算上控除する特例が措置された（措法

38 の３①、措令 25の 15 の３①）。 

（注） 「特定暗号資産に係る譲渡損失の金額」とは、居住者等が、特定暗号資産の譲渡をした

ことにより生じた損失の金額として一定の方法により計算した金額のうち、その者の当該

譲渡をした日の属する年分の特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額の計算上控除しても

なお控除しきれない部分の金額として一定の方法により計算した金額をいう（措法 38 の

３②、措令 25の 15 の３②③、措規 18の 17の２①）。 

⑵ 繰越控除の特例の適用を受けるための手続 

    上記⑴の特例は、居住者等が特定暗号資産に係る譲渡損失の金額が生じた年分の所得税に

つき当該特定暗号資産に係る譲渡損失の金額の計算に関する明細書及び上記１⑶の明細書の

添付がある確定申告書（注）を提出し、かつ、その後において連続して確定申告書（注）を提出し

ている場合であって、上記⑴の確定申告書（注）にその控除を受ける金額の計算に関する明細書

の添付がある場合に限り、適用されることとされた（措法 38 の３③、措規 18の 17 の２②③）。 

（注） これらの確定申告書には、次に掲げる事項等を記載しなければならない（措法 38 の３

⑦、措令 25 の 15 の３④⑤）。 

  イ その年において生じた特定暗号資産に係る譲渡損失の金額 

  ロ その年の前年以前３年内の各年において生じた特定暗号資産に係る譲渡損失の金額

（上記⑴の特例により前年以前において控除されたものを除く。） 

  ハ その年において生じた特定暗号資産に係る譲渡損失の金額がある場合には、その年

分の特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額の計算上生じた損失の金額 

  ニ ロに掲げる特定暗号資産に係る譲渡損失の金額がある場合には、当該損失の金額を

控除しないで計算した場合のその年分の特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額 

  ホ 上記⑴の特例により翌年以後において特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額の計算

上控除することができる特定暗号資産に係る譲渡損失の金額 

  ヘ イないしホに掲げる金額の計算の基礎その他一定の事項 

《適用時期》 

上記⑴及び⑵の改正は、居住者等が適用開始日以後に行う特定暗号資産の譲渡について適

用される（改正法附則 39①）。 
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【参考】 暗号資産の譲渡による所得の課税方式（概要図） 

（改正前） 

 

（改正後） 

 

 

〔措置法（土地や建物の譲渡所得）関係〕 

 

 

老朽化マンション等の管理及び再生の円滑化等を図るための建物の区分所有等に関する法律等

の一部を改正する法律（令和７年法律第 47 号）により、建物の区分所有等に関する法律やマンシ

ョンの建替え等の円滑化に関する法律（以下「マンション建替法」という。）が改正され、マンシ

ョン建替法の法律名が「マンションの再生等の円滑化に関する法律」（以下「マンション再生法」

という。）に改められるとともに、老朽化マンションに係る新たな再生手法（下記概要図の⑴②～

④、⑵②、③）の創設等の整備が行われた（令和８年４月１日施行）。 

なお、マンション再生法においては、マンション建替事業（概要図⑴①関係）、マンション更新

事業（概要図⑴②関係）、マンション再建事業（概要図⑴③関係）及びマンション一括建替事業（概

要図⑴④関係）を「マンション再生事業」と、マンション敷地売却事業（概要図⑵①関係）、マン

ション除却敷地売却事業（概要図⑵②関係）及び敷地売却事業（概要図⑵③関係）を「マンション

等売却事業」とそれぞれ総称する形で規定されている（マンション再生法２①十、４②六）。 

 

 【概要図】 新たな再生手法の概要（令和７年 12月 国土交通省住宅局ほか「マンションの管理・

再生の円滑化等のための改正法」から一部抜粋）  

 

《参考》マンション建替法の改正について 
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 （参考） 

 

○ マンション再生法（抄） 

（定義等） 

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

一～九 省 略 

十 施行者 マンション建替事業、マンション更新事業、マンション再建事業又はマンション一括建替等事業

（以下「マンション再生事業」と総称する。）を施行する者をいう。 

十一 建替前マンション 現に存するマンションであって、マンション建替事業又はマンション一括建替等

事業（マンションの再建のみを行うものを除く。）を施行するものをいう。 

十二 更新前マンション 現に存するマンションであって、マンション更新事業を施行するものをいう。 

十三 再建敷地 滅失したマンションに係るマンションの敷地であった土地であって、マンション再建 事業

又はマンション一括建替等事業を施行するものをいう。 

十四 再生後マンション マンション建替事業、マンション再建事業若しくはマンション一括建替等事業の

施行により建築された再生マンション又はマンション更新事業の施行によりマンションの更新がされた後

の再生マンションをいう 

十五 省 略 

十六 マンション除却敷地売却 現に存する一又は二以上のマンションを除却するとともに、当該マンショ

ンの敷地（マンションの敷地利用権が借地権であるときは、その借地権）を売却することをいう。 

十七・十八 省 略 

十九 マンション除却敷地売却事業 この法律で定めるところに従って行われるマンション除却敷地売却に

関する事業をいう。 

二十～三十七 省 略 

（基本方針） 

第四条 省 略 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一～五 省 略 

六 マンション敷地売却事業、マンション除却敷地売却事業又は敷地売却事業（以下「マンション等売却事業」

と総称する。）その他のマンション敷地売却、マンション除却敷地売却又は敷地売却の円滑な実施に関する 

事項 

七～十 省 略 
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３・４ 省 略 

第五条 マンション再生組合（以下この章において「組合」という。）は、マンション再生事業を施行すること

ができる。 

２ 次の各号に掲げる者は、一人で、又は数人共同して、当該各号に定めるマンション又は土地についてマンシ

ョン再生事業を施行することができる。 

一 マンションの区分所有者又はその同意を得た者 当該マンション 

二 滅失したマンションに係るマンションの敷地であった土地の敷地共有持分等（区分所有法第七十二条に

規定する敷地共有持分等をいい、マンションの一の専有部分を所有するための敷地利用権に係るものに限 

る。以下同じ。）を有する者又はその同意を得た者 当該マンションの敷地であった土地 

   （定款） 

第七条 組合の定款には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 省 略 

二 建替前マンション若しくは更新前マンション（以下「再生前マンション」と総称する。）の名称及びその所

在地又は再建敷地の所在地 

三～十二 省 略  

 

（権利変換手続開始の登記） 

第五十五条 施行者は、第十四条第一項の公告又は新たな再生前マンション若しくは再建敷地の追加に係る事業

計画の変更の認可の公告（個人施行者が施行するマンション再生事業にあっては、その施行についての認可の

公告又は新たな再生前マンション若しくは再建敷地の追加に係る事業計画の変更の認可の公告）があったとき

は、遅滞なく、登記所に、次に掲げる権利について、権利変換手続開始の登記を申請しなければならない。 

一 省 略 

二 隣接施行敷地の所有権及び借地権（既登記のものに限る。）（以下「隣接施行敷地権」という。） 

三 再生前マンションの敷地又は再建敷地の所有権（当該再生前マンションの敷地利用権又は再建敷地の敷

地共有持分等を除く。）を権利変換計画の対象としようとする場合にあっては、当該所有権（以下「施行底

地権」という。） 

２～５ 省 略  

 

○ 建物の区分所有等に関する法律（抄） 

（敷地共有者等の集会等） 

第七十二条 専有部分のある建物が滅失した場合において、当該専有部分のある建物に係る敷地利用権が数人で

有する所有権その他の権利であつたとき、又は当該専有部分のある建物の附属施設（これに関する権利を含

む。）につき数人が共有持分を有していたときは、それらの権利（以下「敷地共有持分等」という。）を有する

者（以下「敷地共有者等」という。）は、その滅失の日から起算して五年を経過する日までの間は、この法律

の定めるところにより、集会を開き、規約を定め、及び管理者を置くことができる。 

 

 

   

経済社会情勢の変化を踏まえた企業の事業活動の持続的な発展を図るための産業競争力強化法

等の一部を改正する法律（令和８年４月１日現在未成立）により、地域経済牽引事業の促進による

地域の成長発展の基盤強化に関する法律（以下「地域未来投資促進法」という。）が改正され、産

業用地の整備に係る計画（地域経済牽引事業用地整備計画）の承認制度が創設されるとともに、そ

の承認を受けた計画に基づく地域経済牽引事業用地整備の用に供するために土地又は土地の上に

存する権利を譲渡した場合には、課税の特例の適用があることとされた。 

《参考》地域未来投資促進法の改正について 
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【概要図】 産業用地整備に係る計画承認制度の概要 

 

（参考） 

○ 地域未来投資促進法（抄） 

※ 以下の規定は、令和８年３月６日に国会提出された「経済社会情勢の変化を踏まえた企業の事業活動の持続

的な発展を図るための産業競争力強化法等の一部を改正する法律案」に基づくものである。 

 （地域経済牽引事業用地整備計画の承認） 

第十二条の二 重点促進区域において地域経済牽引事業用地整備を行おうとする者は、市町村及び都道府県にあ

っては単独で又は共同して、これら以外の者にあっては市町村又は都道府県と共同して、経済産業省令で定め

るところにより、地域経済牽引事業用地整備に関する計画（以下「地域経済牽引事業用地整備計画」という。）

を作成し、当該重点促進区域を管轄する都道府県知事（地域経済牽引事業用地整備を行おうとする者に都道府

県を含むときは、経済産業大臣。以下、この項、次条第一項及び第二項並びに第十二条の六において同じ。）

の承認を申請することができる。この場合において、地域経済牽引事業用地整備を行おうとする者が共同して

地域経済牽引事業用地整備計画を作成したときは、経済産業省令で定めるところにより、代表者を定め、これ

をその承認を受けようとする都道府県知事に提出しなければならない。 

２～６ 省 略 

（地域経済牽引事業用地整備計画の変更等） 

第十二条の三 前条第三項又は第五項の規定による承認を受けた者（以下「承認地域経済牽引事業用地整備者」

という。）は、当該承認に係る地域経済牽引事業用地整備計画を変更しようとするときは、経済産業省令で定

めるところにより、その承認をした都道府県知事の承認を受けなければならない。 

２ 都道府県知事は、承認地域経済牽引事業用地整備者が前条第三項又は第五項の承認に係る地域経済牽引事業

用地整備計画（前項の規定による変更の承認があったときは、その変更後のもの。以下「承認地域経済牽引事

業用地整備計画」という。）に従って地域経済牽引事業用地整備を行っていないと認めるときは、その承認を

取り消すことができる。 

３ 省 略  

（課税の特例） 

第十二条の四 承認地域経済牽引事業用地整備（承認地域経済牽引事業用地整備計画に従って行われる地域経済

牽引事業用地整備をいう。以下同じ。）（地域の成長発展の基盤強化に特に資するものとして経済産業大臣が定

める基準に適合することについて経済産業大臣の確認を受けたものに限る。）を行う承認地域経済牽引事業用

地整備者（地方公共団体、土地開発公社、独立行政法人都市再生機構その他経済産業省令で定める法人を除く。）

に対し、当該承認地域経済牽引事業用地整備の用に供するために土地又は土地の上に存する権利を譲渡した場

合には、租税特別措置法（昭和三十二年法律第二十六号）で定めるところにより、課税の特例の適用があるも

のとする。 

 

１ 優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得の課税の特例（措法 31 の

２） 

⑴ 適用期限の延長 

  特例の適用期限が令和 10年 12 月 31 日まで３年延長された（措法 31の２①③）。 

⑵ 適用対象となる「優良住宅地等のための譲渡」の範囲の拡充 

イ 「優良住宅地等のための譲渡」の範囲に、地域未来投資促進法第 12 条の４に規定する承

認地域経済牽引事業用地整備を行う同条に規定する承認地域経済牽引事業用地整備者に対
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する土地等の譲渡で、当該譲渡に係る土地等が当該承認地域経済牽引事業用地整備の用に

供されるものが追加された（措法 31 の２②九の二、措規 13の３①九の二）。 

   ロ 「優良住宅地等のための譲渡」の範囲とされているマンション建替事業の施行者に対する

土地等の譲渡について、対象事業がマンション再生事業に拡充されるとともに、その土地等

の譲渡が、次に掲げるものに改められた（措法 31の２②十、措令 20の２⑦⑧）。 

(ｲ) マンション再生法の買取請求等に基づく一定の要件を満たすマンション再生事業の施

行者に対する土地等（マンション再生法に規定する隣接施行敷地権及び施行底地権（注）に

係るものを除く。）の譲渡で、当該土地等が当該マンション再生事業の用に供されるもの 

（注） 隣接施行敷地権とは隣接施行敷地の所有権及び借地権をいい、施行底地権とは再生

前マンションの敷地等の所有権（敷地利用権等を除く。）をいう。 

(ﾛ) 一定の延べ面積以上のマンション（注）が建築される一定の要件を満たすマンション再

生事業（マンション更新事業を除く。）の施行者に対する土地等（マンション再生法に規

定する隣接施行敷地権に係るものに限る。）の譲渡で、当該土地等が当該マンション再生

事業の用に供されるもの 

（注） ここにいう「一定の延べ面積以上のマンション」とは、建替前マンション若しくは

滅失したマンション（再建敷地の上に存していたもの）が、いわゆる既存不適格建築

物に該当し、かつ、再生後マンションの延べ面積が、当該建替前マンション若しくは

当該滅失したマンションの延べ面積以上であるものをいう。 

ハ 「優良住宅地等のための譲渡」の範囲とされているマンション敷地売却事業を実施する

者に対する土地等の譲渡について、対象事業がマンション等売却事業に拡充されるととも

に、対象事業に係る認定買受計画の記載事項の要件（決議特定要除却認定マンションを除

却した後の土地に新たに建築されるマンションに関する事項等）が、認定除却等計画その

他一定の計画の記載事項の要件（マンションを除却した後の土地に新たに建築されるマン

ションに関する事項等）に改められた（措法 31 の２②十一、措令 20 の２⑨、措規 13 の３

⑤⑥）。 

  ⑶ 床面積要件の引下げ 

    上記⑵ロ(ｲ)及び (ﾛ)の「一定の要件を満たすマンション再生事業」並びに上記ハの「新た

に建築されるマンションに関する事項等」について、当該マンション再生事業に係る再生後マ

ンション又は当該新たに建設されるマンションの単身者等以外の者が入居すべき住戸の床面

積要件が 40 ㎡以上（改正前：50㎡以上）に引き下げられた（措令 20 の２⑦⑨、平成 26年国

土交通省告示第 1183 号、令和８年国土交通省告示第 503 号）。 

⑷ 地すべり防止区域等の適用除外 

次に掲げる土地等の譲渡（優良住宅地等のための譲渡）について、譲渡した土地等がその譲

渡の時において地すべり防止区域等（注１）内にある場合には、本特例（注２）の適用ができないこ

ととされた（措法 31 の２⑤）。 

イ 都市計画法の開発許可を受けて行う一定の一団の住宅地の造成を行う者に対する土地等 

の譲渡（措法 31 の２②十三） 

ロ 都市計画法の開発許可を要しない一定の一団の住宅地の造成を行う者に対する土地等の

譲渡（措法 31の２②十四） 

ハ 都市計画区域内における一定の一団の住宅又は中高層耐火共同住宅の建設を行う者に対
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する土地等の譲渡（措法 31 の２②十五） 

（注）１ 「地すべり防止区域等」とは、地すべり等防止法第３条第１項の「地すべり防止区域」、

急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第３条第１項の「急傾斜地崩壊危険区

域」、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第９条第１項

の「土砂災害特別警戒区域」又は特定都市河川浸水被害対策法第 56条第１項の「浸水

被害防止区域」をいう。 

  ２ 確定優良住宅地等予定地のための譲渡の場合（措置法第 31 条の２第３項において準

用する同条第１項）を含むことに留意。  

  ３ 本特例の適用を受けようとする場合には、譲渡した土地等が当該譲渡をした時にお

いて、地すべり防止区域等内にあるものでないことを明らかにする一定の書類を確定申

告書に添付する必要がある（措規 13 の３①十三～十五、⑨、令和８年国土交通省告示

第 476 号）。 

  ⑸ 建築費単価上限額の要件 

    上記⑷ハの土地等の譲渡について、その建設される耐火構造を有する住宅の建築費単価上

限額の要件が 160 万円／3.3 ㎡（改正前：100 万円／3.3 ㎡）に引き上げられた（措法 31 の２

②十五ニ、措令 20 の２⑲、昭和 54 年建設省告示第 768 号、令和８年国土交通省告示第 483

号）。 

⑹ 適用対象となる「優良住宅地等のための譲渡」の範囲の縮小 

「優良住宅地等のための譲渡」の範囲から、密集市街地における防災街区の整備の促進に関

する法律に規定する認定建替計画に従って建築物の建替えの事業を行う認定事業者に対する

土地等の譲渡が除外された（旧措法 31の２②六）。   

《適用時期》 

 １ 上記⑵イの改正は、経済社会情勢の変化を踏まえた企業の事業活動の持続的な発展を図

るための産業競争力強化法等の一部を改正する法律（令和８年４月１日現在未成立）附則第

１条第２号に掲げる規定の施行の日（同法の公布の日から起算して６月を超えない範囲内

において政令で定める日）から適用される（改正法附則１十五）。 

２ 上記⑵ロ及びハの改正は、個人が令和８年４月１日以後に行う措置法第 31 条の２第１項

に規定する優良住宅地等のための譲渡に該当する譲渡について適用され、個人が同日前に

行った旧措置法第 31 条の２第１項に規定する優良住宅地等のための譲渡に該当する譲渡に

ついては、なお従前の例による（改正法附則 37①）。 

  なお、老朽化マンション等の管理及び再生の円滑化等を図るための建物の区分所有等に

関する法律等の一部を改正する法律（以下「区分所有法等改正法」という。）第３条の規定

による改正前のマンション建替法第 113 条に規定する認定買受計画（区分所有法等改正法

附則第５条第８項の規定によりなお従前の例によることとされるマンション建替法第 111

条第１項の変更の認定があったときは、その変更後のものを含む。以下同じ。）は、措置法

第 31 条の２第２項第 11 号に規定する認定除却等計画とみなして、同条の規定が適用され

る（改正法附則 37②）。 

３ 上記⑶及び⑸の改正は、令和８年４月１日から適用される（令和８年国土交通省告示第

503 号附則、令和８年国土交通省告示第 483号附則）。 

４ 上記⑷の改正は、個人が令和 10 年１月１日以後に行う措置法第 31 条の２第１項に規定
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する優良住宅地等のための譲渡に該当する譲渡又は同条第３項に規定する確定優良住宅地

等予定地のための譲渡に該当する譲渡について適用される（改正法附則 37③）。 

 

（参考） 

○ 地すべり等防止法（抄） 

（地すべり防止区域の指定） 

第三条 主務大臣は、この法律の目的を達成するため必要があると認めるときは、関係都道府県知事の意見をきい

て、地すべり区域（地すべりしている区域又は地すべりするおそれのきわめて大きい区域をいう。以下同じ。）

及びこれに隣接する地域のうち地すべり区域の地すべりを助長し、若しくは誘発し、又は助長し、若しくは誘発

するおそれのきわめて大きいもの（以下これらを「地すべり地域」と総称する。）であつて、公共の利害に密接

な関連を有するものを地すべり防止区域として指定することができる。 

２～４ 省 略 

 

 

○ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（抄） 

（急傾斜地崩壊危険区域の指定） 

第三条 都道府県知事は、この法律の目的を達成するために必要があると認めるときは、関係市町村長（特別区の

長を含む。以下同じ。）の意見をきいて、崩壊するおそれのある急傾斜地で、その崩壊により相当数の居住者そ

の他の者に危害が生ずるおそれのあるもの及びこれに隣接する土地のうち、当該急傾斜地の崩壊が助長され、又

は誘発されるおそれがないようにするため、第七条第一項各号に掲げる行為が行なわれることを制限する必要が

ある土地の区域を急傾斜地崩壊危険区域として指定することができる。 

２～４ 省 略 

 

○ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（抄） 

（土砂災害特別警戒区域） 

第九条 都道府県知事は、基本指針に基づき、警戒区域のうち、急傾斜地の崩壊等が発生した場合には建築物に損

壊が生じ住民等の生命又は身体に著しい危害が生ずるおそれがあると認められる土地の区域で、一定の開発行為

の制限及び居室（建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）第二条第四号に規定する居室をいう。以下同じ。）

を有する建築物の構造の規制をすべき土地の区域として政令で定める基準に該当するものを、土砂災害特別警戒

区域（以下「特別警戒区域」という。）として指定することができる。 

２～９ 省 略 

 

○ 特定都市河川浸水被害対策法（抄） 

（浸水被害防止区域の指定等） 

第五十六条 都道府県知事は、流域水害対策計画に定められた第四条第二項第十二号に掲げる浸水被害防止区域の

指定の方針に基づき、かつ、当該流域水害対策計画に定められた都市浸水想定を踏まえ、特定都市河川流域のう

ち、洪水又は雨水出水が発生した場合には建築物が損壊し、又は浸水し、住民その他の者の生命又は身体に著し

い危害が生ずるおそれがあると認められる土地の区域で、一定の開発行為（都市計画法（昭和四十三年法律第百

号）第四条第十二項に規定する開発行為をいう。次条第一項において同じ。）及び一定の建築物（居室（建築基

準法（昭和二十五年法律第二百一号）第二条第四号に規定する居室をいう。以下同じ。）を有するものに限る。

以下同じ。）の建築（同法第二条第十三号に規定する建築をいう。以下同じ。）又は用途の変更の制限をすべき

土地の区域を、浸水被害防止区域として指定することができる。 

２～11 省 略 

 

２ 換地処分等に伴い資産を取得した場合の課税の特例（措法 33 の３） 

マンション建替法の改正に伴い、適用対象となるマンション建替事業による権利変換がマン

ション再生事業による権利変換に拡充されるとともに、その権利変換の対象となる資産に、マン

ション再生法に規定する再建敷地の敷地共有持分等が追加された（注）（措法 33 の３⑥⑦、措令

22 の３⑧⑨）。 

（注） これらの改正に伴い、「収用交換等により取得した代替資産等の取得価額の計算（措法

33 の６）」について、マンション建替法の法律名の変更等の所要の整備が行われている

（措法 33 の６、措令 22 の６①②）。 
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《適用時期》 

上記の改正は、個人が令和８年４月１日以後に行う措置法第 33 条の３第６項に規定する資産

の譲渡について適用し、個人が同日前に行った旧措置法第 33 条の３第６項に規定する資産の譲

渡については、なお従前の例による（改正法附則 37④）。   

 

３ 特定住宅地造成事業等のために土地等を譲渡した場合の譲渡所得の特別控除（措法 34 の２） 

マンション建替法の改正に伴い、次の改正が行われた。 

⑴ 適用対象（特定住宅地造成事業等のために買い取られる場合）となる、マンション建替事業

が施行された場合において、土地等に係る権利変換により一定のやむを得ない事情による申

出に基づき支払われる補償金を取得するとき又は土地等が一定のやむを得ない事情に基づく

売渡請求若しくは買取請求により買い取られたときについて、対象事業がマンション再生事

業に拡充された（措法 34の２②二十二、措令 22の８㉕）。 

⑵ 適用対象（特定住宅地造成事業等のために買い取られる場合）となる、建築物の耐震改修の

促進に関する法律に規定する通行障害既存耐震不適格建築物に該当する決議特定要除却認定

マンションの敷地の用に供されている土地等につきマンション敷地売却事業が実施された場

合の分配金取得計画に基づく分配金を取得するとき等について、次の措置が講じられた（措法

34 の２②二十二の二、措規 17の２⑱）。 

イ 対象事業に、マンション除却敷地売却事業（一定の計画に、マンションを除却した後の土

地に新たに建築されるマンションに関する事項の記載があるものに限る。）が追加された。 

ロ 対象マンションが、決議特定要除却認定マンションから全てのマンションに拡充された。 

ハ マンション敷地売却事業に係る認定買受計画の記載事項の要件（決議特定要除却認定マ

ンションを除却した後の土地に新たに建築されるマンションに関する事項）が、認定除却等

計画その他一定の計画の記載事項の要件（マンションを除却した後の土地に新たに建築さ

れるマンションに関する事項）に改められた。 

《適用時期》 

上記の改正は、個人が令和８年４月１日以後に行う措置法第 34 条の２第１項に規定する土地

等の譲渡について適用され、個人が同日前に行った同項に規定する土地等の譲渡については、な

お従前の例による（改正法附則 37⑤）。  

なお、区分所有法等改正法第３条の規定による改正前のマンション建替法第 113 条に規定す

る認定買受計画は、措置法第 34 条の２第２項第 22 号の２に規定する認定除却等計画とみなし

て、同条の規定が適用される（改正法附則 37⑥）。 

 

４ 低未利用土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得の特別控除（措法 35の３） 

 特例の適用期限が令和 10 年 12 月 31 日まで３年延長された（措法 35 の３①）。 

 

５ 特定の居住用財産の買換えの場合の長期譲渡所得の課税の特例（措法 36 の２）、特定の居住用

財産を交換した場合の長期譲渡所得の課税の特例（措法 36の５） 

⑴ 適用期限の延長 

  特例の適用期限が令和９年 12月 31 日まで２年延長された（措法 36の２①②、36 の５①）。 
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⑵ 買換資産の要件の改正 

 適用対象となる買換資産の範囲から、令和 10 年１月１日以後に居住の用に供した又は供す

る見込みである建築後使用されたことのない家屋のうち、その家屋が災害危険区域等（注１）内

において建築されたもの（建築確認を受けた時において、当該家屋の建築をする土地の全部が

災害危険区域等外にあった場合におけるその家屋を除く。）（注２）が除外された（措令 24 の２③

一イ、26の７⑥）。 

（注）１ 災害危険区域等とは、建築基準法第 39 条第１項の「災害危険区域」又は上記１⑷の

「地すべり防止区域等」をいう。 

  ２ 災害危険区域（地すべり防止区域、急傾斜地崩壊危険区域、土砂災害特別警戒区域又

は浸水被害防止区域と重複していない区域に限る。）内にある家屋にあっては、当該家

屋の建築に係る都市再生特別措置法第 88 条第１項の規定による届出に係る同条第３項

の規定による勧告を受けた者が、同条第５項の規定により当該勧告に従わなかった旨を

公表された場合における当該勧告に従わないで建築をした当該家屋に限られる。 

  ３ これらの特例の適用を受けようとする場合において、買換資産が令和 10 年１月１日

以後に居住の用に供した又は供する見込みである建築後使用されたことのない家屋で

ある場合には、その家屋が災害危険区域等内において建築されたものでないことを明ら

かにする一定の書類を、納税地の所轄税務署長に提出する必要がある（措規 18 の４⑥

二、令和８年国土交通省告示第 475 号）。   

《適用時期》 

上記⑵の改正は、個人が令和８年１月１日以後に行う措置法第 36 条の２第１項に規定する譲

渡資産の譲渡に係る同項に規定する買換資産について適用され、個人が同日前に行った旧措置

法第 36 条の２第１項に規定する譲渡資産の譲渡に係る同項に規定する買換資産については、な

お従前の例による（改正措令附則 10）。 

 

（参考） 

○ 建築基準法（抄） 

（災害危険区域） 

第三十九条 地方公共団体は、条例で、津波、高潮、出水等による危険の著しい区域を災害危険区域として指定す

ることができる。 

２ 省 略 

 

６ 特定の事業用資産の買換えの場合等の譲渡所得の課税の特例（措法 37等） 

⑴ 適用期限の延長 

  特例の適用期限が令和 11 年 12 月 31 日まで３年延長（注）された（措法 37①③④、37 の４

①）。 

（注） 国内にある長期所有の土地等、建物又は構築物（以下「土地建物等」という。）から国内

にある一定の土地建物等への買換え（措法 37①表三）の場合は、令和 11年３月 31 日まで

３年、一定の船齢の日本船舶（建設業及びひき船業の用に供されるものに限る。）から環境

への負荷の低減に資する一定の日本船舶への買換え（措法 37①表四）の場合は、令和 10年

12 月 31 日まで２年の延長とされている。 

⑵ 譲渡資産及び買換資産の範囲の改正 

イ 航空機騒音障害区域の内から外への買換えについて、譲渡資産から、防衛施設周辺の生活
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環境の整備等に関する法律第５条第１項に規定する第二種区域内にある土地建物等で、同

条の規定により買取り等がされる場合に譲渡をされるものが除外された（旧措法 37①表一）。 

ロ 市街地再開発事業による買換えについて、買換資産が次の(ｲ)及び(ﾛ)に掲げる区域以外
．．

の区域で既成市街地等内にある場合における課税の繰延べ割合が 60％（改正前：80％）に

引き下げられた（措法 37①表二）。 

(ｲ) 既成市街地等であって、次に掲げる区域（当該区域が都市再開発方針の策定が努力義

務とされている大都市の区域に該当する場合にあっては、当該大都市の区域に係る都市再

開発方針に定められた二号地区の区域に該当するものに限る。） 

Ａ 防災街区整備方針に定められた防災再開発促進地区の区域 

Ｂ 特定都市再生緊急整備地域内の区域 

Ｃ 立地適正化計画に記載された都市機能誘導区域 

(ﾛ) 既成市街地等であって、都市計画に定められた被災市街地復興推進地域内の区域 

（注） この改正に伴い、「買換えに係る特定の事業用資産の譲渡の場合の取得価額の計算

等（措法 37 の３）」について、買換資産の取得価額の算定における割合の改正等の

所要の整備が行われている（措法 37 の３②、措令 25 の２②⑥）。 

ハ 国内にある長期所有の土地建物等から国内にある一定の土地建物等への買換えについて、

買換資産のうち建物（その附属設備を含む。）及び構築物は、特定施設の用に供される建物

（その附属設備を含む。）又は特定施設に係る事業の遂行上必要な構築物に限ることとされ

た（措法 37①表三）。 

ニ 一定の船齢の日本船舶から環境への負荷の低減に資する一定の日本船舶への買換えにつ

いて、譲渡資産から、その船舶（建設業及びひき船業の用に供されるものに限る。）に設置

されている原動機の定格出力の合計が 1,500kW 以下のものが除外された（措法 37①表四）。 

《適用時期》 

１ 上記⑵イの改正は、個人が令和８年４月１日前に行った旧措置法第 37 条第１項の表の第

１号の上欄に掲げる資産（同欄のハに掲げる区域内にあるものに限る。）の譲渡については、

なお従前の例による（改正法附則 37⑦）。 

２ 上記⑵ロからニまでの改正は、個人が令和８年４月１日以後に措置法第 37 条第１項の表

の第２号から第４号までの上欄に掲げる資産の譲渡をし、かつ、当該個人が同日以後にこれ

らの号の下欄に掲げる資産の取得（建設及び製作を含む。）をする場合における当該譲渡に

ついて適用され、個人が同日前に旧措置法第 37 条第１項の表の第２号から第４号までの上

欄に掲げる資産の譲渡をした場合及び個人が同日以後にこれらの号の上欄に掲げる資産の

譲渡をし、かつ、当該個人が同日前にこれらの号の下欄に掲げる資産の取得（建設及び製作

を含む。）をした場合におけるこれらの譲渡については、なお従前の例による（改正法附則

37⑧）。 

 

７ 居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失の損益通算及び繰越控除（措法 41の５） 

⑴ 適用期限の延長 

  特例の適用期限が令和９年 12月 31 日まで２年延長された（措法 41の５⑦一）。 

⑵ 買換資産の要件等の改正 

買換資産の要件及び添付書類について、上記５⑵と同様の改正がされた（措令 26 の７⑥、
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措規 18 の 25⑪）。 

《適用時期》 

上記⑵の改正は、個人が令和８年１月１日以後に行う措置法第 41 条の５第７項第１号に規定

する譲渡資産の同号に規定する特定譲渡に係る同号に規定する買換資産について適用され、個

人が同日前に行った旧措置法第 41 条の５第７項第１号に規定する譲渡資産の同号に規定する特

定譲渡に係る同号に規定する買換資産については、なお従前の例による（改正措令附則 11）。 

 

８ 特定居住用財産の譲渡損失の損益通算及び繰越控除（措法 41 の５の２） 

 特例の適用期限が令和９年 12 月 31 日まで２年延長された（措法 41 の５の２⑦一）。 

 

 

 

○ 移転等の支出に充てるための交付金の総収入金額不算入（所法 44） 

マンション建替法の改正に伴い、適用対象となるやむを得ない事由とされているマンショ

ン敷地売却事業による権利の消滅が、マンション再生法に規定するマンション再生組合、マン

ション等売却組合又はマンション除却組合による賃貸借の終了請求に基づく賃貸借の終了及

び配偶者居住権の消滅請求に基づく配偶者居住権の消滅に改められました（所法 44、所令 93）。 

《適用時期》 

上記の改正は、令和８年４月１日以後に発生する所得税法令第 93 条に規定するやむを得な

い事由について適用し、同日前に発生した旧所得税法令第 93 条に規定するやむを得ない事由

については、なお従前の例による（改正所令附則６）。 

 

 

〔震災特例法（譲渡所得）関係〕 

 

○ 特定住宅被災市町村の区域内の土地等を地方公共団体等に譲渡した場合の 2,000 万円特別控

除（震法 11 の５②） 

⑴ 適用期限の延長 

  特例の適用期限が令和 11年３月 31日まで３年延長された（震法 11の５②）。 

⑵ 対象区域の範囲の見直し 

対象区域が福島復興再生特別措置法に規定する避難解除区域等（改正前：特定住宅被災市町

村の区域）に限定された（震法 11の５②）。 

《適用時期》 

上記⑵の改正は、個人が令和８年４月１日以後に行う震災特例法第 11 条の５第２項に規定す

る土地等の譲渡について適用され、個人が同日前に行った旧震災特例法第 11 条の５第２項に規

定する土地等の譲渡については、なお従前の例による（改正法附則 78）。 

 

（参考）  

○ 福島復興再生特別措置法（抄） 

（定義） 

第四条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

一～三 省 略 

《参考》所得税法関係のその他の改正 
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四 避難解除区域 原子力発電所の事故に関して原子力災害対策特別措置法（平成十一年法律第百五十六号）第

十五条第三項又は第二十条第二項の規定により内閣総理大臣又は原子力災害対策本部長（同法第十七条第一項

に規定する原子力災害対策本部長をいう。次号において同じ。）が福島の市町村長又は福島県知事に対して行

った次に掲げる指示（以下「避難指示」という。）の対象となった区域のうち当該避難指示が全て解除された

区域をいう。 

イ・ロ 省 略 

ハ 住民に対し居住及び事業活動の制限を求める指示を行うことの指示 

ニ・ホ 省 略 

  五 省 略 

（企業立地促進計画の作成等） 

第十八条 省 略 

２ 企業立地促進計画には、次に掲げる事項を記載するものとする。 

一 省 略 

二 避難解除区域及び現に避難指示であって第四条第四号ハに掲げる指示であるものの対象となっている区域

（認定特定復興再生拠点区域復興再生計画が定められているときは、それらの区域及び認定特定復興再生拠点

区域。以下「避難解除区域等」という。）内の区域であって、避難解除等区域復興再生推進事業を実施する企業

の立地を促進すべき区域（以下「企業立地促進区域」という。） 

三・四 省 略 

 

 

〔措置法（山林所得）関係〕 

 

○ 山林所得に係る森林計画特別控除（措法 30の２） 

特例の適用期限が令和10年まで２年延長された（措法30の２①）。 



資産税関係
「令和８年度税制改正の概要」

（参考資料）
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様式２－１ 

 

税務署・国税局 

 

研修会等についてのアンケート【Ｒ８.６.10 所得税研修】 

 

 

 今後開催する各種研修会・説明会の内容をより充実させるため、お手数ですが、以下

のアンケートについて、皆様方のご意見をお聞かせください。 

 

 

１ 次の各項目について、該当する番号を○印で囲んでください。 

  （複数の研修項目がある場合は、研修全体を通じてのご感想をご回答願います。） 

項  目 良  い やや良い 
どちらとも

いえない 
やや悪い 悪  い 

全 体 的 な 印 象 ５ ４ ３ 

２ １ 

上記の場合その理由 

研 修 の テ ー マ ５ ４ ３ 

２ １ 

上記の場合その理由 

説明の分かりやすさ ５ ４ ３ 

２ １ 

上記の場合その理由 

内 容 の 有 用 度 ５ ４ ３ 

２ １ 

上記の場合その理由 

資 料 の 充 実 度 ５ ４ ３ 

２ １ 

上記の場合その理由 

 

２ 上記のほか、研修会等についてのご意見、ご要望等がございましたら、お寄せください。 

 

 

＜ご協力ありがとうございました。＞ 



様式２－１ 

 

税務署・国税局 

 

研修会等についてのアンケート【Ｒ８.６.10 法人税研修】 

 

 

 今後開催する各種研修会・説明会の内容をより充実させるため、お手数ですが、以下

のアンケートについて、皆様方のご意見をお聞かせください。 

 

 

１ 次の各項目について、該当する番号を○印で囲んでください。 

  （複数の研修項目がある場合は、研修全体を通じてのご感想をご回答願います。） 

項  目 良  い やや良い 
どちらとも

いえない 
やや悪い 悪  い 

全 体 的 な 印 象 ５ ４ ３ 

２ １ 

上記の場合その理由 

研 修 の テ ー マ ５ ４ ３ 

２ １ 

上記の場合その理由 

説明の分かりやすさ ５ ４ ３ 

２ １ 

上記の場合その理由 

内 容 の 有 用 度 ５ ４ ３ 

２ １ 

上記の場合その理由 

資 料 の 充 実 度 ５ ４ ３ 

２ １ 

上記の場合その理由 

 

２ 上記のほか、研修会等についてのご意見、ご要望等がございましたら、お寄せください。 

 

 

＜ご協力ありがとうございました。＞ 



様式２－１ 

 

税務署・国税局 

 

研修会等についてのアンケート【Ｒ８.６.10 資産税研修】 

 

 

 今後開催する各種研修会・説明会の内容をより充実させるため、お手数ですが、以下

のアンケートについて、皆様方のご意見をお聞かせください。 

 

 

１ 次の各項目について、該当する番号を○印で囲んでください。 

  （複数の研修項目がある場合は、研修全体を通じてのご感想をご回答願います。） 

項  目 良  い やや良い 
どちらとも

いえない 
やや悪い 悪  い 

全 体 的 な 印 象 ５ ４ ３ 

２ １ 

上記の場合その理由 

研 修 の テ ー マ ５ ４ ３ 

２ １ 

上記の場合その理由 

説明の分かりやすさ ５ ４ ３ 

２ １ 

上記の場合その理由 

内 容 の 有 用 度 ５ ４ ３ 

２ １ 

上記の場合その理由 

資 料 の 充 実 度 ５ ４ ３ 

２ １ 

上記の場合その理由 

 

２ 上記のほか、研修会等についてのご意見、ご要望等がございましたら、お寄せください。 

 

 

＜ご協力ありがとうございました。＞ 


	
	04-1_【所得税研修】様式02-01（研修会等についてのアンケート）
	04-2　【資産税研修】様式02-01（研修会等についてのアンケート）
	04-3　【法人税研修】様式02-01（研修会等についてのアンケート）




